
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,240,000 2,240,000 2,240,000 6,720,000 2,430,000 2,430,000 7,290,000 2,430,000 2,430,000 2,430,000 2,430,000 9,720,000 23,730,000

2,240,000 2,680,000 2,780,000 7,700,000 2,320,000 4,750,000 0 12,450,000

2,040,000 2,150,000 2,410,000 6,600,000 2,200,000 0 8,800,000

2,240,000 2,240,000 2,240,000 6,720,000 2,430,000 2,430,000 7,290,000 2,430,000 2,430,000 2,430,000 2,430,000 9,720,000 23,730,000

2,240,000 2,680,000 2,780,000 7,700,000 2,320,000 0 4,750,000 0 0 0 0 0 12,450,000

2,040,000 2,150,000 2,410,000 6,600,000 0 0 2,200,000 0 0 0 0 0 8,800,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

転出または死亡
による減少
3月補正
△180千円

転出または死亡
による減少
3月補正
△460千円

転出または死亡
による減少
3月補正
△380千円

転出または死亡
による減少
3月補正
△230千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

対象者数の減少 対象者数の増加 対象者数の増加 対象者数の減少 対象者数の減少

報償費
88歳152人
100歳16人

実　績　額 2,200,000

事業費予算の
内容

報償費
88歳154人
100歳14人

報償費
88歳178人
100歳18人

報償費
88歳188人
100歳18人

報償費
88歳163人
100歳16人

事 業 費 合 計 計　画　額 2,430,000

予算計上額 2,430,000

予算計上額 2,430,000

実　績　額 2,200,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,430,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成９年度より事業を開始し、長寿を祝福するとともに、多年にわたり社会の発展に貢献した功績に感謝の意を表し、敬老思想の高揚と高齢者福祉の増進を図っている。
平成17年度に事業を見直し、対象及び贈呈額80歳10,000円・88歳50,000円・100歳100,000円を、80歳廃止・88歳20,000円・100歳50,000円に改定した。
平成20年度には88歳贈呈額を10,000円に改定した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

長寿を祝福するとともに、多年にわたり社会の発展に貢献した功績に感謝の意を表すことにより市民の敬老思想の高揚
と高齢者福祉の増進を図る。

対象者の誕生日の属する月に祝金及び祝状を贈呈する。
88歳祝金　　10,000円
100歳祝金　 50,000円

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

本市の住民基本台帳又は外国人登録原票に登録されている者で、当該年度中に年齢が88歳及び100歳に達する高齢者。 市民の敬老思想の高揚、高齢者の生きがいと健康に対する意識の高揚など高齢者福祉の増進が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 敬老祝金贈呈事業 平成９年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続  1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240

実績値 2,040 2,150 2,410

計画値 168 168 168 168 168 168 168 168 168

実績値 156 175 181

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
贈呈金額及び贈
呈者数ともに対
象者の転出また
は死亡により計
画値を下回って
いるが、祝金等
の贈呈が長寿を
祝福する機会と
なっている。ま
た、100歳高齢
者への贈呈の様
子を広報すなが
わ等に掲載する
ことにより、広
く市民に敬老意
識の高揚が図ら
れている。

自己分析：
贈呈金額及び贈
呈者数ともに対
象者の転出また
は死亡により計
画値を下回って
いるが、祝金等
の贈呈が長寿を
祝福する機会と
なっている。ま
た、100歳高齢
者への贈呈の様
子を広報すなが
わ等に掲載する
ことにより、広
く市民に敬老意
識の高揚が図ら
れている。

自己分析：
贈呈金額及び贈
呈者数ともに後
期高齢者人口増
加により計画値
を上回ってお
り、祝金等の贈
呈が長寿を祝福
する機会となっ
ている。また、
100歳高齢者へ
の贈呈の様子を
広報すながわ等
に掲載すること
により、広く市
民に敬老意識の
高揚が図られて
いる。

判断理由：
贈呈の実施及び
贈呈の様子の広
報等により広く
市民に敬老意識
の高揚が図られ
ることから、良
好と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
贈呈金額及び贈
呈者数ともに対
象者の転出また
は死亡により計
画値を下回って
いるが、祝金等
の贈呈が長寿を
祝福する機会と
なっている。ま
た、100歳高齢
者への贈呈の様
子を広報すなが
わ等に掲載する
ことにより、広
く市民に敬老意
識の高揚が図ら
れている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：対象者に対する祝福及び広く市民に対する敬老意識の高揚が図
られることから、現状のまま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

2,240

2,200

成果指標１
（単位/人）

168

164

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：贈呈者数 指標の求め方：贈呈者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：贈呈金額 指標の求め方：贈呈金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,776,000 9,776,000 9,776,000 29,328,000 10,770,000 10,770,000 32,310,000 10,770,000 10,770,000 10,770,000 10,770,000 43,080,000 104,718,000

9,776,000 9,742,000 9,747,000 29,265,000 10,677,000 21,447,000 0 50,712,000

7,918,850 7,925,150 7,822,150 23,666,150 8,556,040 0 32,222,190

9,776,000 9,776,000 9,776,000 29,328,000 10,770,000 10,770,000 32,310,000 10,770,000 10,770,000 10,770,000 10,770,000 43,080,000 104,718,000

9,776,000 9,742,000 9,747,000 29,265,000 10,677,000 0 21,447,000 0 0 0 0 0 50,712,000

7,918,850 7,925,150 7,822,150 23,666,150 0 0 8,556,040 0 0 0 0 0 32,222,190

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

申請者見込数の
減
3月補正
△1,002千円

申請者見込数の
減
3月補正
△1,076千円

申請者見込数の
減
3月補正
△1,155千円

申請者見込数の
減
3月補正
△1,175千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度実績見込
から算出

前年度実績見込
から算出

前年度実績見込
から算出

管内ハイヤー初
乗り料金の値上
げに伴う増

前年度実績見込
から算出

扶助費
印刷製本費

実　績　額 8,556,040

事業費予算の
内容

扶助費
印刷製本費

扶助費
印刷製本費

扶助費
印刷製本費

扶助費
印刷製本費

事 業 費 合 計 計　画　額 10,770,000

予算計上額 10,770,000

予算計上額 10,770,000

実　績　額 8,556,040

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 10,770,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成９年より事業を開始し、高齢者の社会参加、生きがいづくりの促進及び心身の健康保持を図り、高齢者の福祉の増進を図っている。
平成17年度より事業を見直し、対象年齢70歳以上を75歳以上に段階的に変更（平成17,18年度が71歳、平成19,20年度が72歳、以降２年毎に１歳ずつ引き上げ、平成25年度より75歳以上。）し、対象者を在宅の高齢者で市民税非課税者とした。
平成25年度より、交付開始時期を従来の４月15日から４月１日へ変更した。
令和6年度より、物価高騰の影響を受け管内のハイヤーの初乗り料金が令和5年10月より600円に変更されたことから、料金を6,000円相当に変更した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者の社会参加、生きがいづくりの促進及び心身の健康保持を図り、高齢者の福祉増進を図る。
6,000円相当の敬老バス券、敬老ハイヤー券及び敬老入浴券のいずれかひとつを窓口で交付する。
なお、敬老バス券は中央バス回数券であり額面6,300円、敬老ハイヤー券及び敬老入浴券は額面6,000円となる。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

４月１日現在、本市に住民基本台帳（外国人含む）に登録されている者のうち、在宅の高齢者であって、年齢が75歳
（当該年度中に75歳に達する者を含む）以上の市民税非課税者。

高齢者の社会参加手段の拡大、生きがいづくりの促進及び心身の健康保持が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 敬老助成券交付事業 平成９年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575

実績値 1,690 1,684 1,672

計画値 95 95 95 95 95 95 95 95 95

実績値 87 86 86

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
計画値に対し交
付者数及び利用
割合とも下回っ
ている。交付者
は計画値に達し
ていないが、依
然と高い利用割
合であることか
ら事業実施効果
は高いと考え
る。対象者数は
在宅者数の関係
から把握は困難
だが、広報周知
などを活用し今
後も利用拡大を
図る。

自己分析：
計画値に対し交
付者数及び利用
割合とも下回っ
ている。交付者
は計画値に達し
ていないが、依
然と高い利用割
合であることか
ら事業実施効果
は高いと考え
る。対象者数は
在宅者数の関係
から把握は困難
だが、広報周知
などを活用し今
後も利用拡大を
図る。

自己分析：
計画値に対し交
付者数及び利用
割合とも下回っ
ている。交付者
は計画値に達し
ていないが、依
然と高い利用割
合であることか
ら事業実施効果
は高いと考え
る。対象者数は
在宅者数の関係
から把握は困難
だが、広報周知
などを活用し今
後も利用拡大を
図る。

判断理由：
交付者数及び利
用割合は計画値
を下回っている
が、敬老助成券
が社会参加の拡
大及び心身の健
康保持等につな
がっていること
から、良好と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
計画値に対し交
付者数及び利用
割合とも下回っ
ている。計画値
に達していない
が、R6年度より
交付料金を増額
したこともあ
り、交付者数は
増加したことか
ら事業実施効果
は高いと考え
る。対象者数は
在宅者数の関係
から把握は困難
だが、広報周知
などを活用し今
後も利用拡大を
図る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：敬老助成券が社会参加の拡大及び心身の健康保持等につながっ
ていることから、現状のまま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

2,575

1,727

成果指標１
（単位/％）

95

79

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用割合 指標の求め方：利用金額／交付金額

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付者数 指標の求め方：交付者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－4－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

681,000 681,000 681,000 2,043,000 604,000 604,000 1,812,000 604,000 604,000 604,000 604,000 2,416,000 6,271,000

681,000 632,000 605,000 1,918,000 558,000 1,162,000 0 3,080,000

675,622 605,697 581,700 1,863,019 535,813 0 2,398,832

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

875,000 875,000 875,000 2,625,000 808,000 808,000 2,424,000 808,000 808,000 808,000 808,000 3,232,000 8,281,000

875,000 807,000 750,000 2,432,000 849,000 1,657,000 0 4,089,000

545,406 468,035 506,200 1,519,641 713,428 0 2,233,069

1,556,000 1,556,000 1,556,000 4,668,000 1,412,000 1,412,000 4,236,000 1,412,000 1,412,000 1,412,000 1,412,000 5,648,000 14,552,000

1,556,000 1,439,000 1,355,000 4,350,000 1,407,000 0 2,819,000 0 0 0 0 0 7,169,000

1,221,028 1,073,732 1,087,900 3,382,660 0 0 1,249,241 0 0 0 0 0 4,631,901

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

会員見込数及び
敬老旅行申請見
込数の減少
3月補正
△194千円

会員見込数及び
敬老旅行申請見
込数の減少
3月補正
△224千円

会員見込数及び
敬老旅行申請見
込数の減少
3月補正
△126千円

会員見込数の減
少
3月補正
△74千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

会員数の減少 会員数及び単位
クラブの減少

会員数及び単位
クラブの減少

バス借上げ料の
増額による増

会員数の減少

補助金

実　績　額 1,249,241

事業費予算の
内容

補助金 補助金 補助金 補助金

事 業 費 合 計 計　画　額 1,412,000

予算計上額 1,412,000

予算計上額 808,000

実　績　額 713,428

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 808,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 535,813

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 604,000

予算計上額 604,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

（老人クラブ運営費補助）
　昭和43年より事業を開始し、高齢者の生きがいと健康づくりに資する活動・事業を推進し、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に寄与するものとし、その活動・事業の育成を図っている。行財政改革で、平成17年度には単位老人クラブ
の単費補助分500円×会員数を380円×会員数に、平成20年度に342円×会員数に改正。道補助単価改正に伴い、平成19年度には均等割補助分月額3,880円を3,000円に、平成23年度には3,000円を2,700円に改正した。
（老人クラブ敬老旅行費補助）
　高齢者の社会参加活動の推進を図るために、昭和48年度に事業を開始した。平成13年度より、１泊２日研修旅行を廃止し、日帰り研修旅行１回のみとした。平成17年度、研修旅行先については近隣の温泉が多いため、その施設の無料送迎バ
スの利用を勧め経費の削減を図る。平成18年度、みどり号廃止により民間バス借上料助成とした。平成20年度、行財政改革により利用料の１割を各老人クラブ負担とし、助成限度額を10％削減、42,680円を38,412円に改正した。平成27年度、
バス借上料の高騰により38,412円を69,000円に改正した。令和2年度、消費税率の改定により69,000円を70,000円に改正した。令和6年度、バス借上料の高騰により70,000円を87,000円に改正した。令和7年度、老人クラブ連合会もバス借上料
の対象に加えた。
（老人クラブ連合会運営費補助）
　昭和48年度に事業を開始。平成13年度より単位老人クラブ補助の開催日数割を廃止。平成18年度、道補助単価改正により、一般事業194,000円を168,500円に、会員割72円を62円に、特別事業（基準額）188,600円を163,000円に改正。平成21
年度、事業メニューの再編に伴い特別事業（基準額）を213,000円に改正、平成24年度、道補助単価改正に伴い特別事業（基準額）213,000円を191,700円に改正した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動を支援し、明るい長寿社会の実現及び保健福祉の向上並びに高齢者の健康増進
に寄与する。

老人クラブに対し、運営費（均等割＋会員割）及びバス借上料を補助金として交付する。
老人クラブ連合会に対し、運営費（均等割＋会員割＋特別事業費）及びバス借上料を補助金として交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

老人クラブ及び老人クラブ連合会 老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動及び事業に高齢者が参加する機会を拡大できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 老人クラブ支援事業 昭和43年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,556 1,556 1,556 1,412 1,412 1,412 1,412 1,412 1,412

実績値 1,222 1,074 1,088

計画値 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

実績値 8 6 6

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
会員数の減少
（R2:671人→
R3:607人）に伴
い、運営費補助
及び敬老旅行費
補助が計画値を
下回っている。
令和3年度は、
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により、各老
人クラブにおい
て敬老旅行が中
止になるなど、
クラブの活動が
停滞した。ま
た、近年会員の
減少が大きな課
題であることか
ら、加入促進Ｐ
Ｒなど会員増に
向けた対策の検
討も必要と考え
る。

自己分析：
会員数の減少
（R3:607人→
R4：483人）及
び単位老人クラ
ブ数の減少
（R3:19クラブ
→R4:16クラ
ブ）に伴い、運
営費補助及び敬
老旅行費補助が
計画値を下回っ
ている。令和4
年度について
も、新型コロナ
ウイルス感染症
の影響により、
各老人クラブに
おいて敬老旅行
が中止になるな
ど、クラブの活
動が停滞した。
また、近年会員
の減少が大きな
課題であること
から、加入促進
ＰＲなど会員増
に向けた対策の
検討も必要と考
える。

自己分析：
会員数の減少
（R4：483人→
R5:425人）及び
単位老人クラブ
数の減少
（R4:16クラブ
→R5:15クラ
ブ）に伴い、運
営費補助及び敬
老旅行費補助が
計画値を下回っ
ている。令和5
年度について
は、１クラブが
敬老旅行を再開
し、他クラブに
おいても定期的
な活動の再開が
みられた。
また、近年会員
の減少が大きな
課題であること
から、加入促進
ＰＲなど会員増
に向けた対策の
検討も必要と考
える。

判断理由：
老人クラブ及び
老人クラブ連合
会は、地域にお
ける高齢者の活
動団体として重
要な役割を果た
しているが、会
員加入率及び会
員数とも減少傾
向にあることか
ら、普通と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
会員数の減少
（R5：425人→
R6:360人）及び
単位老人クラブ
数の減少
（R5:15クラブ
→R6:13クラ
ブ）に伴い、運
営費補助及び敬
老旅行費補助が
計画値を下回っ
ている。令和6
年度について
は、4クラブが
敬老旅行を行
い、他クラブに
おいても定期的
な活動の再開が
みられた。
また、近年会員
の減少が大きな
課題であること
から、加入促進
ＰＲなど会員増
に向けた対策の
検討も必要と考
える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：老人クラブ及び老人クラブ連合会は、地域における高齢者の活
動団体として重要な役割を果たしており、活動を支援するため現状
のまま継続する。
しかし、このまま会員の減少が続けば、活動は徐々に縮小を余儀な
くされてしまうことから、加入促進の手立てが必要である。会員が
増加すれば、例会等において会員（高齢者）相互の見守りが強化す
ることへも結び付くため、粘り強く支援していくことが必要であ
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,412

1,250

成果指標１
（単位/％）

10.0

8

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：会員加入率 指標の求め方：会員数／60歳以上高齢者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：補助金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 8,976,000 8,976,000 0 8,976,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

369,000 369,000 369,000 1,107,000 12,386,000 200,386,000 213,158,000 386,000 386,000 386,000 386,000 1,544,000 215,809,000

369,000 633,000 4,045,000 5,047,000 603,000 989,000 0 6,036,000

311,740 1,572,120 3,720,400 5,604,260 365,200 0 5,969,460

369,000 369,000 369,000 1,107,000 12,386,000 200,386,000 213,158,000 386,000 386,000 386,000 386,000 1,544,000 215,809,000

369,000 633,000 4,045,000 5,047,000 9,579,000 0 9,965,000 0 0 0 0 0 15,012,000

311,740 1,572,120 3,720,400 5,604,260 0 0 365,200 0 0 0 0 0 5,969,460

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

修繕費用の減 修繕費用の増 工事請負費の減
3月補正
154千円減

修繕費用の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

消防設備保守点
検委託料の減

消防設備保守点
検委託料の増
消火器の購入

北光老人憩の家
屋根改修工事費
用の増

北光老人憩の家
屋根改修工事費
用の減

南吉野老人憩の
家建替え事業の
増

需用費・委託
料、南吉野老人
憩の家実施設計
委託料及びアス
ベスト調査委託
料

実　績　額 365,200

事業費予算の
内容

需用費及び委託
料

需用費及び委託
料

需用費及び委託
料

需用費及び委託
料

事 業 費 合 計 計　画　額 386,000

予算計上額 386,000

予算計上額 386,000

実　績　額 365,200

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 386,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和44年度に北光老人憩の家を建設後、47年度に南吉野、49年度に石山、50年度に宮川、60年度に空知太を建設し、開館後は町内会等に管理運営を委託した。平成18年度から指定管理者制度により管理運営を行っている。南吉野老人憩いの家
は、南吉野町内会連絡協議会（近隣10町内会）より継続して建て替えの要望があり、地域におけるコミュニティ施設の必要性や今後の管理を継続して行っていくことなどを確認したため、令和７年度に建て替えに向けての実施設計、令和８年
度に建て替え工事を実施する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者及び地域住民が老人憩の家で活動することにより、健康の保持増進、生きがい意識の高揚及び地域連携意識の高
揚を図る。

北光・南吉野・石山・宮川・空知太老人憩の家の管理運営について、老人憩の家を区域内に有する町内会等を指定管理
者として指定し、地域住民が主体的に管理運営を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

高齢者及び地域住民。
指定管理者として町内会等が老人憩の家の管理運営を行うことにより、施設の有効活用及び適切な管理運営が図られ
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 老人憩の家管理運営事業 昭和44年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

実績値 5 5 5

計画値 369 369 369 369 369 369 369 369 369

実績値 311 1,572 3,721

達成されている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 問題がある

自己分析：
　指定管理制度
を活用すること
により、利用者
側の施設の保全
意識も高まり、
さらには町内会
間の地域連携や
有効な施設利用
が図られてい
る。
　なお、施設の
老朽化も顕著で
あることから今
後も点検、要望
の聞き取り等に
努めるととも
に、施設の在り
方などの方針に
ついても関係部
署と検討してい
く必要がある。

自己分析：
　指定管理制度
を活用すること
により、利用者
側の施設の保全
意識も高まり、
さらには町内会
間の地域連携や
有効な施設利用
が図られてい
る。
　なお、施設の
老朽化も顕著で
あることから今
後も点検、要望
の聞き取り等に
努めるととも
に、施設の在り
方などの方針に
ついても関係部
署と検討してい
く必要がある。

自己分析：
指定管理制度を
活用することに
より、利用者側
の施設の保全意
識も高まり、さ
らには町内会間
の地域連携や有
効な施設利用が
図られている。
　なお、施設の
老朽化も顕著で
あることから今
後も点検、要望
の聞き取り等に
努めるととも
に、施設の在り
方などの方針に
ついても関係部
署と検討してい
く必要がある。

判断理由：
　指定管理者と
して町内会等が
老人憩の家の管
理運営を行うこ
とにより、施設
の有効活用及び
適切な管理運営
が図られている
ことについては
良好であるが、
建築後５０年を
経過した建物も
あり、主体構造
部分の修繕も増
え、費用も嵩ん
でいることか
ら、総合的に問
題があるとの評
価とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
指定管理制度を
活用することに
より、利用者側
の施設の保全意
識も高まり、さ
らには町内会間
の地域連携や有
効な施設利用が
図られている。
　なお、施設の
老朽化も顕著で
あることから、
南吉野老人憩の
家については建
替事業を進めて
いる。他の4施
設については、
点検、要望の聞
き取り等に努め
るとともに、施
設の在り方など
の方針につい
て、引き続き関
係部署と検討し
ていく必要があ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　指定管理者として町内会等が老人憩の家の管理運営を行うことに
より、施設の有効活用及び適切な管理運営が図られていることか
ら、引き続き令和６年度から３年間の指定管理委託を検討していく
とともに、施設の老朽化が著しいことから、関係部署との協議を行
い、他のコミュニティ施設との整合性を図りながら、改築を含めた
憩の家全体の在り方について協議を進める。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

　

指
標

活動指標１
（単位/団体）

5

5

成果指標１
（単位/千円）

369

366

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：市負担老人憩の家管理経費 指標の求め方：市負担老人憩の家管理経費

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：指定管理者数 指標の求め方：指定管理者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－2 1－4－1 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

257,000 257,000 257,000 771,000 244,000 244,000 732,000 244,000 244,000 244,000 244,000 976,000 2,479,000

257,000 280,000 243,000 780,000 250,000 494,000 0 1,274,000

152,615 163,565 181,525 497,705 190,592 0 688,297

128,000 128,000 128,000 384,000 121,000 121,000 363,000 121,000 121,000 121,000 121,000 484,000 1,231,000

128,000 140,000 121,000 389,000 125,000 246,000 0 635,000

76,307 81,782 90,762 248,851 95,296 0 344,147

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

514,000 514,000 514,000 1,542,000 487,000 487,000 1,461,000 487,000 487,000 487,000 487,000 1,948,000 4,951,000

514,000 561,000 487,800 1,562,800 501,000 988,000 0 2,550,800

305,230 327,130 363,050 995,410 381,185 0 1,376,595

130,000 130,000 130,000 390,000 124,000 124,000 372,000 124,000 124,000 124,000 124,000 496,000 1,258,000

130,000 141,000 123,800 394,800 126,000 250,000 0 644,800

76,308 81,783 90,763 248,854 95,297 0 344,151

1,029,000 1,029,000 1,029,000 3,087,000 976,000 976,000 2,928,000 976,000 976,000 976,000 976,000 3,904,000 9,919,000

1,029,000 1,122,000 975,600 3,126,600 1,002,000 0 1,978,000 0 0 0 0 0 5,104,600

610,460 654,260 726,100 1,990,820 0 0 762,370 0 0 0 0 0 2,753,190

講師謝礼 講師謝礼
会場使用料 会場使用料

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 244,000

予算計上額 244,000

実　績　額 95,296

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルスの影響に伴
い活動回数が減
少したことに伴
う減

3月補正
△47千円

新型コロナウイ
ルスの影響に伴
い活動回数が減
少したことに伴
う減

3月補正
△234千円

活動回数が減少
したことに伴う
減

3月補正
△130千円

活動回数が減少
したことに伴う
減

3月補正
△106千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

サロン団体に対
する会場費の助
成金額の変更に
よる減額

サロン団体に対
する会場費の助
成金額の変更に
よる増額

サロン団体に対
する会場費の助
成金額の変更に
よる減額（昨年
実績に基づく
減）

前年度同額 サロン団体に対
する会場費助成
額の増額

講師謝礼
会場使用料

実　績　額 762,370

事業費予算の
内容

講師謝礼
会場使用料

講師謝礼
会場使用料

事 業 費 合 計 計　画　額 976,000

予算計上額 976,000

予算計上額 124,000

実　績　額 95,297

実　績　額 381,185

一 般 財 源 計　画　額 124,000

487,000

予算計上額 487,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 190,592

道 費 計　画　額 121,000

予算計上額 121,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成25年度より、高齢者の仲間づくり、生きがいづくり、介護予防など、高齢者がいきいきと自立して暮らしていくために、地域において自主的に運営する団体が取り組む活動（サロン活動）に対して支援し、活動の活性化を図ることを目的
に事業を開始した。平成28年度より、地域サロン団体への専門職の派遣や会場費の助成を開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者の仲間づくり、生きがいづくり、介護予防など、高齢者がいきいきと自立して暮らしていくために、地域におい
て自主的に運営する団体が取り組む活動（サロン活動）に対して支援し、活動の活性化を図る。

①サロン活動に対して運動指導士や弁護士など、専門的な技術や知識を有する講師を派遣する。（講師謝礼を負担す
る。）
　※上限：50,000円
②介護予防に繋がる活動を行う地域サロン団体に対し、月４回まで会場費を助成。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

サロン活動を自主的に運営する団体
講師を派遣し活動の活性化を図ることにより参加者の増加につながる。また、サロン活動に参加することにより生きが
いづくりや仲間づくりを通じて、ひきこもりなどの孤立化を防ぐことにつながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域サロン活動支援事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 390 390 390 390 390 390 390 390 390

実績値 190 295 356

計画値 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績値 3 4 5

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
サロン団体の活
動支援について
は、会場使用、
講師派遣とも
に、老人クラブ
等に認知され、
サロン団体の開
設にも繋がって
おり順調に推移
していたが、令
和３年度におい
ても昨年度同
様、新型コロナ
ウイルス感染症
の流行に伴い、
活動実績が停滞
した。

自己分析：
令和３年度より
は改善方向に向
かっているもの
の、令和４年度
においても昨年
度同様、新型コ
ロナウイルス感
染症の流行に伴
い、活動実績が
停滞した。

自己分析：
事業の実施回
数、参加率とも
に計画値を下
回ったが、新型
コロナウイルス
感染症が５類に
移行したことに
より、前年度よ
りも増加してい
ることから、サ
ロン活動の活性
化のため、引き
続き、講師謝礼
及び会場費の助
成を実施してい
く。

判断理由：
活動指標、成果
指標ともに上
がっていない状
況にあるが、新
型コロナウイル
ス感染症による
影響であること
の理由が明白で
あったことから
評価については
普通とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
事業の実施回
数、参加率とも
に計画値を下
回ったが、前年
度よりも増加し
ていることか
ら、サロン活動
の活性化のた
め、引き続き、
講師謝礼及び会
場費の助成を実
施していく。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：活動実績については上がっていない状況にあるが、地域におい
て自主的に運営する団体が取り組む活動（サロン活動）に対して支
援し、活動の活性化を図るために今後も必要な事業である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

390

374

成果指標１
（単位/％）

10

6

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業参加率 指標の求め方：月平均実績人数／６５歳以上高齢者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業実施回数 指標の求め方：事業実施回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 7,000 7,000 28,000 70,000

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 14,000 0 35,000

0 0 300 300 0 0 300

3,000 3,000 3,000 9,000 3,000 3,000 9,000 3,000 3,000 3,000 3,000 12,000 30,000

3,000 3,000 3,000 9,000 3,000 6,000 0 15,000

0 0 100 100 0 0 100

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,000 4,000 4,000 12,000 4,000 4,000 12,000 4,000 4,000 4,000 4,000 16,000 40,000

4,000 4,000 4,000 12,000 4,000 8,000 0 20,000

0 0 100 100 0 0 100

6,000 6,000 6,000 18,000 6,000 6,000 18,000 6,000 6,000 6,000 6,000 24,000 60,000

6,000 6,000 6,000 18,000 6,000 12,000 0 30,000

0 0 300 300 0 0 300

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 0 40,000 0 0 0 0 0 100,000

0 0 800 800 0 0 0 0 0 0 0 0 800

委託料 委託料

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 7,000

予算計上額 7,000

実　績　額 0

実績との比較
（増減理由）

令和3年度実績
なし。

令和4年度費用
負担なし。

会場使用に伴う
費用負担の減

令和6年度費用
負担なし（会場
費用のかからな
い場所での開
催）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

積算単価見直し
に伴う増

同額 同額 同額 同額

委託料

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料 委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 20,000

予算計上額 20,000

予算計上額 6,000

実　績　額 0

実　績　額 0

一 般 財 源 計　画　額 6,000

4,000

予算計上額 4,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 0

道 費 計　画　額 3,000

予算計上額 3,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成25年度より、地域包括支援センターの認知度の向上と地域との連携強化、高齢者のひきこもり予防と孤立化を防ぐことを目的に事業を開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの認知度向上及び地域との連携強化、高齢者のひきこもり予防及び
高齢者の孤立化を防ぐことを目的とする。

地域包括支援センターが地域に出向いて相談業務及び健康の維持・増進等の取り組みを行う。（地域包括支援センター
に業務を委託し、会場使用料を負担する）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

地域の高齢者
地域で高齢者等が活動する場に地域包括支援センターの職員が出向き、総合相談や介護・福祉に関する情報提供等を行
うことにより、地域包括支援センターの認知度向上及び地域との連携強化が図られ、老人クラブの活性化及び新たなサ
ロン活動の立ち上げにつなげる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 サテライト地域包括支援センター事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績値 0 1 2

計画値 250 250 250 250 250 250 250 250 250

実績値 0 16 23

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
高齢者が活動す
る場として老人
クラブ等へ周知
して実施してい
る。令和３年度
については、新
型コロナウイル
スの影響によっ
て実績が無かっ
た。

自己分析：
高齢者が活動す
る場として老人
クラブや町内会
等へ周知して実
施している。令
和４年度につい
ては、引き続き
新型コロナウイ
ルスの影響に
よって１回の開
催に留まった。

自己分析：
高齢者が活動す
る場として老人
クラブや町内会
等へ周知して実
施している。コ
ロナ禍以降、老
人クラブや町内
会等の活動自体
が減少してお
り、計画値を下
回ったが、実施
した地域におい
ては地域包括支
援センターの認
知度向上及び地
域との連携強化
につながってい
る。

判断理由：
活動指標、成果
指標ともに達成
していない状況
にあるが、新型
コロナウイルス
の影響であるこ
とから、評価は
普通とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
高齢者が活動す
る場として老人
クラブや町内会
等へ周知して実
施している。近
年、老人クラブ
や町内会等の活
動自体が減少し
ており、計画値
を下回ったが、
実施した地域に
おいては地域包
括支援センター
の認知度向上及
び地域との連携
強化につながっ
ている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　新型コロナウイルスによって事業自体、実施出来ない期間が続い
ていたが、地域で高齢者等が活動する場に地域包括支援センターの
職員が出向き、総合相談や介護・福祉に関する情報提供等を行うこ
とができ、地域包括支援センターの認知度向上及び地域との連携強
化が図られることから、継続すべき事業であると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

10

3

成果指標１
（単位/人）

250

29

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業参加者数 指標の求め方：事業参加者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業実施回数 指標の求め方：事業実施回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

87,000 87,000 87,000 261,000 87,000 87,000 261,000 87,000 87,000 87,000 87,000 348,000 870,000

87,000 87,000 87,000 261,000 87,000 174,000 0 435,000

0 0 87,500 87,500 87,500 0 175,000

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 86,000 0 215,000

0 0 43,750 43,750 43,750 0 87,500

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

175,000 175,000 175,000 525,000 175,000 175,000 525,000 175,000 175,000 175,000 175,000 700,000 1,750,000

175,000 175,000 175,000 525,000 175,000 350,000 0 875,000

0 0 175,000 175,000 175,000 0 350,000

45,000 45,000 45,000 135,000 45,000 45,000 135,000 45,000 45,000 45,000 45,000 180,000 450,000

45,000 45,000 45,000 135,000 45,000 90,000 0 225,000

0 0 43,750 43,750 43,750 0 87,500

350,000 350,000 350,000 1,050,000 350,000 350,000 1,050,000 350,000 350,000 350,000 350,000 1,400,000 3,500,000

350,000 350,000 350,000 1,050,000 350,000 0 700,000 0 0 0 0 0 1,750,000

0 0 350,000 350,000 0 0 350,000 0 0 0 0 0 700,000

交付金 交付金

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 87,000

予算計上額 87,000

実　績　額 43,750

実績との比較
（増減理由）

事業中止のため
実績なし。
3月補正
△350千円

事業中止のため
実績なし。
3月補正
△350千円

同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

交付金

実　績　額 350,000

事業費予算の
内容

交付金 交付金

事 業 費 合 計 計　画　額 350,000

予算計上額 350,000

予算計上額 45,000

実　績　額 43,750

実　績　額 175,000

一 般 財 源 計　画　額 45,000

175,000

予算計上額 175,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 87,500

道 費 計　画　額 43,000

予算計上額 43,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成16年度より、これまで屋外で実施していた「高齢者スポーツ大会」を見直し、気軽に参加しやすい軽スポーツを屋内で行う「高齢者軽スポーツフェスティバル」へ変更した。
平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計 地域支援事業（介護予防事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

目的
(何のために実施する
のか）

本事業を通じて、日常生活における健康づくりや仲間づくりの大切さを認識し、交流の輪を広げ積極的な健康の保持・
増進の介護予防事業として、生きがいの意識高揚を図り、ゆとりと活力に満ちた明るい生活の形成を図る。

砂川市老人クラブ連合会、社会福祉協議会、砂川市民生児童委員協議会及び砂川市から構成される軽スポーツフェス
ティバル実行委員会に交付金を交付し、毎年１回軽スポーツフェスティバルを開催する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

60歳以上の高齢者 高齢者間の交流の輪を広げ積極的な健康の保持・増進と生きがいの意識高揚が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者軽スポーツフェスティバル交付金事業 平成16年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 350 350 350 350 350 350 350 350 350

実績値 0 0 350

計画値 350 350 350 350 350 350 350 350 350

実績値 0 0 162

達成されていない

上がっていない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
実行委員会によ
る準備から当日
までを通して、
仲間づくり及び
健康の保持・増
進等が図られて
いるが、令和3
年度は新型コロ
ナウイルス感染
症の影響に伴
い、事業を中止
とした。

自己分析：
令和4年度につ
いても新型コロ
ナウイルス感染
症の影響に伴
い、事業を中止
とした。

自己分析：
令和5年度は4年
ぶりの開催とな
り、パラスポー
ツのボッチャを
採用して実施し
た。老人クラブ
の会員数が減少
していることも
あり、一般から
も参加者を募集
したが、計画値
を下回った。実
行委員会による
準備から当日ま
でを通して、仲
間づくり及び健
康の保持・増進
等が図られてお
り、看護専門学
校の応援もあり
世代間交流にも
つながってい
る。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により、令和
2年度から中止
としていたが、
令和5年度につ
いては、パラス
ポーツボッチャ
を採用し、4年
ぶりに開催する
予定であること
から、評価を普
通とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
昨年に引き続き
パラスポーツの
ボッチャを採用
して実施した。
老人クラブの会
員数が減少して
いることもあ
り、一般からも
参加者を募集し
たが、計画値を
下回ったものの
前年より増加し
ている。実行委
員会による準備
から当日までを
通した仲間づく
り及び健康の保
持・増進等が図
られており、看
護専門学校の応
援もあり世代間
交流にもつな
がっている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年度から中止として
いたが、令和4年度に市老人クラブ連合会と協議を行い、再開にあ
たっては新型コロナウイルス感染症に配慮した中で実施していくこ
とを確認した。
　高齢者が一堂に会し軽スポーツの競技や応援を通じて、健康づく
り、仲間づくり及び交流につながることから、事業は、今後も継続
すべきと考えるが、クラブ会員の減少や高齢化が進んでいるため、
競技内容を大幅に見直して、令和5年度はパラスポーツボッチャを採
用し、実施する予定。
　また、参加者数が減少しているため、一般参加についても令和5年
度より募集をかけている。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

350

350

成果指標１
（単位/人）

350

167

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加者数 指標の求め方：参加者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：交付金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

792,000 792,000 792,000 2,376,000 907,000 907,000 2,721,000 907,000 907,000 907,000 907,000 3,628,000 8,725,000

792,000 767,000 764,000 2,323,000 986,000 1,892,000 0 4,215,000

698,525 716,440 758,666 2,173,631 1,228,580 0 3,402,211

396,000 396,000 396,000 1,188,000 453,000 453,000 1,359,000 453,000 453,000 453,000 453,000 1,812,000 4,359,000

396,000 383,000 382,000 1,161,000 494,000 948,000 0 2,109,000

349,262 358,220 378,833 1,086,315 463,481 0 1,549,796

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,585,000 1,585,000 1,585,000 4,755,000 1,814,000 1,814,000 5,442,000 1,814,000 1,814,000 1,814,000 1,814,000 7,256,000 17,453,000

1,585,000 1,534,000 1,529,000 4,648,000 1,673,000 3,488,000 0 8,136,000

1,397,050 1,432,880 1,518,331 4,348,261 1,552,310 0 5,900,571

398,000 398,000 398,000 1,194,000 455,000 455,000 1,365,000 455,000 455,000 455,000 455,000 1,820,000 4,379,000

398,000 384,000 382,000 1,164,000 794,000 1,248,000 0 2,412,000

349,263 358,220 378,833 1,086,316 463,481 0 1,549,797

3,171,000 3,171,000 3,171,000 9,513,000 3,629,000 3,629,000 10,887,000 3,629,000 3,629,000 3,629,000 3,629,000 14,516,000 34,916,000

3,171,000 3,068,000 3,057,000 9,296,000 3,947,000 0 7,576,000 0 0 0 0 0 16,872,000

2,794,100 2,865,760 3,034,663 8,694,523 0 0 3,707,852 0 0 0 0 0 12,402,375

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で講座の開催
数が減少したこ
とによる報償費
減
3月補正
△228千円

会計年度任用職員
の病欠による報酬
等の減、及び参加
人数が集まらず講
座中止となったこ
とによる報償費減
3月補正
△72千円

会計年度任用職
員期末手当の減
額による職員手
当等減
3月補正
△21千円

会計年度任用職
員期末手当の増
額による職員手
当等増
3月補正
227千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

会計年度任用職
員制度に係る職
員手当及び旅費
の増

会計年度任用職
員制度に係る職
員手当及び講座
の開催数の減

会計年度任用職
員制度に係る職
員手当及び講座
の開催数の減

会計年度任用職
員制度に係る職
員手当及び講座
の開催数の増

会計年度任用職
員制度に係る職
員手当等増

報酬
職員手当等
報償費
旅費

実　績　額 3,707,852

事業費予算の
内容

報酬
職員手当等
報償費
旅費

報酬
職員手当等
報償費
旅費

報酬
職員手当等
報償費
旅費

報酬
職員手当等
報償費
旅費

事 業 費 合 計 計　画　額 3,629,000

予算計上額 3,629,000

予算計上額 454,000

実　績　額 463,481

実　績　額 1,552,310

一 般 財 源 計　画　額 455,000

そ の 他 計　画　額 1,814,000

予算計上額 1,815,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 463,481

地 方 債 計　画　額

実　績　額 1,228,580

道 費 計　画　額 453,000

予算計上額 454,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 907,000

予算計上額 906,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

高齢者の生きがい対策事業として10講座を開設してきたが、16～17年度で５講座（陶芸・七宝焼・木工・手芸・書道）はサークルに移行し、２講座（つり・園芸）が廃止となり、平成18年度からは地域支援事業が創設され、介護予防事業とし
て運動習慣及び筋力維持につながる３講座（社交ダンス・太極拳・健美操）を実施。平成24年度から、受講者の減少及び講師確保が困難となった社交ダンスを取り止め、フォークダンスを開催し３講座を実施している。26年度からは新規に
アートフラワー、リズムウォーキングの２講座を実施。29年度からフォークダンスの講座の開催数が半年12回から１年24回に変更。30年度から木工の講座を実施。31年度から木工の講座が廃止となり、ボールペン習字の講座を実施。令和２年
度からボールペン習字の講座が廃止となり、硬筆の講座を開始。令和４年度から太極拳が24回から18回、健康体操が24回から12回に変更、硬筆講座が廃止となり、社交ダンスの講座を開始。令和５年度から健康体操が12回から９回に変更。令
和６年度から社交ダンスが12回から21回、健康体操が９回から21回に変更。令和７年度から社交ダンスが21回から24回に変更、太極拳が講師の交代及び回数を18回から24回に変更。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

趣味や健康づくりに関するふれあい講座を開設することにより、高齢者が仲間づくりや生きがいを見つける機会を提供
し、心身の健康増進につなげる。

広報すながわ等でふれあい講座生の募集を行い、講師・指導員のもとで各講座を月２回程度開催する。
なお、講座出席率が７割以上の講座生には修了証を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

概ね60才以上の市民。
開設したふれあい講座に多くの高齢者が参加することにより、共通の趣味を持った仲間づくりや生きがいを見つける機
会が拡大できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ふれあいセンター講座事業 平成３年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－1 ふれあいセンター管理係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 150 150 150 150 150 150 150 150 150

実績値 97 138 135

計画値 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

実績値 1,040 1,544 1,635

達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
開催回数、延べ
受講者数ともに
計画値を下回っ
ている。総定員
数の減少もさる
ことながら、新
型コロナウイル
スの影響によ
り、４ヵ月程講
座の休止や人数
の制限が大きな
要因である。
高齢者を始めと
した住民間の交
流や健康づくり
が図られる事業
として今後も継
続かつ利用拡大
について随時検
討する。

自己分析：
開催回数、延べ
受講者数ともに
計画値を下回っ
ている。総定員
数の減少もさる
ことながら、新
型コロナウイル
スの影響によ
り、人数の制限
が大きな要因で
ある。また、講
師の高齢化によ
り開催数が減少
してきたことも
大きい。
高齢者を始めと
した住民間の交
流や健康づくり
が図られる事業
として今後も継
続かつ利用拡大
について随時検
討する。

自己分析：
開催回数、延べ
受講者数ともに
計画値を下回っ
ている。講師の
高齢化等により
開催数が減少
し、参加者数減
少の解消に至ら
なかったことが
大きな要因であ
る。高齢者を始
めとした住民間
の交流や健康づ
くりが図られる
事業として今後
も継続かつ利用
拡大について随
時検討する。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症によ
り、開催数や参
加人数の制限等
で指標の達成が
果たされなかっ
たものの、でき
る中で事業を継
続したことによ
り高齢者が仲間
づくりや生きが
いを見つける機
会を提供し続
け、心身の健康
増進につなげる
ことができたと
判断し、評価は
普通であると判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
開催回数の見直
しにより、計画
値を上回ること
ができた。延べ
受講者数は計画
値を下回った
が、開催回数の
増などにより、
前年度よりも大
幅に伸び、計画
値の8割以上と
なった。
講師の高齢化に
よる開催数の減
少という課題に
ついては一旦解
消されたが、高
齢者を始めとし
た住民間の交流
や健康づくりが
図られる事業と
して今後も継続
かつ利用拡大に
ついて随時検討
する。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルス感染症の影響により減少した参加者の回復には
至っておらず、また講師の高齢化による開催数の減少など、指標の
達成に向けては課題が多い。今後は、既存講座の開催日数の増加や
新規講座の開設を行い、講座参加者を増やしていけるよう取り組ん
でいく。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

150

154

成果指標１
（単位/人）

2,500

2,031

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：延受講者数 指標の求め方：ふれあいセンター講座の延受講者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：開催回数 指標の求め方：ふれあいセンター講座の延開催回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－5－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

615,000 615,000 615,000 1,845,000 97,000 97,000 291,000 97,000 97,000 97,000 97,000 388,000 2,524,000

615,000 615,000 94,456 1,324,456 107,000 204,000 0 1,528,456

363,630 61,502 68,879 494,011 73,600 0 567,611

307,000 307,000 307,000 921,000 49,000 49,000 147,000 49,000 49,000 49,000 49,000 196,000 1,264,000

307,000 307,000 47,228 661,228 53,000 102,000 0 763,228

181,815 30,751 34,439 247,005 36,800 0 283,805

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,230,000 1,230,000 1,230,000 3,690,000 195,000 195,000 585,000 195,000 195,000 195,000 195,000 780,000 5,055,000

1,230,000 1,230,000 188,912 2,648,912 215,000 410,000 0 3,058,912

727,261 123,005 137,758 988,024 147,201 0 1,135,225

309,000 309,000 309,000 927,000 49,000 49,000 147,000 49,000 49,000 49,000 49,000 196,000 1,270,000

309,000 309,000 47,228 665,228 55,000 104,000 0 769,228

181,817 30,751 34,440 247,008 36,801 0 283,809

2,461,000 2,461,000 2,461,000 7,383,000 390,000 390,000 1,170,000 390,000 390,000 390,000 390,000 1,560,000 10,113,000

2,461,000 2,461,000 377,824 5,299,824 430,000 0 820,000 0 0 0 0 0 6,119,824

1,454,523 246,009 275,516 1,976,048 0 0 294,402 0 0 0 0 0 2,270,450

目的
(何のために実施する
のか）

高齢期を迎えてもいきいきと生活することができる社会の実現を図るため、運動器の衰えを防ぐ運動を中心としたプロ
グラムを提供し、介護予防を推進する。

年間を通じて毎週１回、ふれあいセンター２階の生活健康相談室、集会室を会場として実施する。内容は、健康チェッ
クと運動器の衰えを防ぐ運動を毎回実施、このほか服薬管理や口腔機能向上についての健康教育等を追加する。随時参
加を可能とし、期間は6か月で24回を原則とする。終了後は、身近な場所でのサロン等に繋げていく。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般介護予防事業対象者 閉じこもりや要介護状態になることを予防し、生活の質の向上を図る機会が確保できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 通年型介護予防教室いきいきシニアプログラム事業 平成26年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－2 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

老人保健法に基づき、ふれあいセンターにて脳卒中後遺症者等を対象に機能回復訓練事業（リハビリ教室）を実施してきたが、介護保険法の制定により、参加者の多くは介護保険サービス（デイサービス・デイケア）へ移行した。
平成18年には地域支援事業が創設され、介護予防事業の実施が義務付けられ、平成18年度はリハビリ教室を介護予防事業として実施していたが、事業の見直しにより平成19年度にはリハビリ教室を終了し、新たに介護予防教室として実施する
に至った。当初は、年2クールをふれあいセンターで実施していたが、教室終了後も地域に運動を継続する場が必要であることから、平成23年度より1クールを地域開催として実施してきた。その結果、各地区にサロン活動が誕生し、身近な場
所で運動を継続することができるようになってきている。
平成25年度より、地域包括支援センターを中心とした二次予防対象者把握事業が開始され、随時介護予防事業につなげていく体制が必要となることから、平成26年度から介護福祉課が所管となり通年型介護予防教室に転換して現在に至る。
令和2年12月より会場をふれあいセンターに変更して実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額 73,600

道 費 計　画　額 49,000

予算計上額 49,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 97,000

予算計上額 97,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 36,800

地 方 債 計　画　額

実　績　額 147,201

一 般 財 源 計　画　額 49,000

そ の 他 計　画　額 195,000

予算計上額 195,000

事 業 費 合 計 計　画　額 390,000

予算計上額 390,000

予算計上額 49,000

実　績　額 36,801

実　績　額 294,402

事業費予算の
内容

報償費、需用
費、役務費、委
託料、使用料及
び賃借料

報償費、需用
費、役務費、委
託料、使用料及
び賃借料

報償費、需用
費、役務費、委
託料、使用料及
び賃借料

報償費、需用
費、役務費、使
用料及び賃借料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 委託廃止に伴う
減

講師謝礼費増額
に伴う増

講師謝礼費増額
に伴う増

報償費、需用
費、役務費、使
用料及び賃借料

実績との比較
（増減理由）

報償費の一部及
び会場費の未執
行による減
3月補正
△521千円

報償費の一部及
び会場費、委託
の廃止に伴う減
3月補正
△2130千円

報償費の一部及
び会場費未執行
に伴う減
3月補正
△44千円

報償費の一部及
び会場費未執行
に伴う減
3月補正
△45千円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 48 48 48 48 48 48 48 48 48

実績値 30 48 47

計画値 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

実績値 240 379 510

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
令和3年度は、
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響によって、実
施回数及び参加
延べ人数につい
ては、計画値を
下回ったが、参
加者が要介護状
態になることや
閉じこもりの防
止にもつながっ
ているため、必
要な事業と考え
る。今後も、参
加者を増やすた
めの周知方法を
検討する必要が
ある。

自己分析：
参加延べ人数に
ついては、計画
値を下回った
が、参加者が要
介護状態になる
ことや閉じこも
りの防止にもつ
ながっているた
め、必要な事業
と考える。今後
も、参加者を増
やすための周知
方法を検討する
必要がある。

自己分析：
参加延べ人数に
ついては、計画
値を下回った
が、参加者が要
介護状態になる
ことや閉じこも
りの防止にもつ
ながっているた
め、必要な事業
と考える。今後
も、参加者を増
やすための周知
方法を検討する
必要がある。

判断理由：
新型コロナウイ
ルスの影響によ
り計画値を下
回ったが、参加
人数も少しずつ
回復傾向にあ
り、参加者が要
介護状態になる
ことや閉じこも
りの防止につな
がっているた
め、良好である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施回数 指標の求め方：事業の実施回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加延人数 指標の求め方：事業の参加延人数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

48

48

成果指標１
（単位/人）

1,000

605

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
参加延べ人数は
計画値を下回っ
たものの、前年
度と比較して増
加しており、参
加者が要介護状
態になることや
閉じこもりの防
止にもつながっ
ているため、必
要な事業と考え
る。今後も、参
加者を増やすた
めの周知方法を
検討する必要が
ある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：参加者が要介護状態になることや閉じこもりの防止につながっ
ているため、必要な事業と考える。今後も、参加者を増やすための
周知方法を検討する必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

954,000 954,000 954,000 2,862,000 754,000 754,000 2,262,000 754,000 754,000 754,000 754,000 3,016,000 8,140,000

954,000 855,000 747,978 2,556,978 754,000 1,508,000 0 4,064,978

954,682 855,331 747,978 2,557,991 754,434 0 3,312,425

477,000 477,000 477,000 1,431,000 377,000 377,000 1,131,000 377,000 377,000 377,000 377,000 1,508,000 4,070,000

477,000 427,000 373,989 1,277,989 377,000 754,000 0 2,031,989

477,341 427,665 373,989 1,278,995 377,217 0 1,656,212

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,909,000 1,909,000 1,909,000 5,727,000 1,509,000 1,509,000 4,527,000 1,509,000 1,509,000 1,509,000 1,509,000 6,036,000 16,290,000

1,909,000 1,710,000 1,495,957 5,114,957 1,508,000 3,017,000 0 8,131,957

1,909,364 1,710,666 1,495,957 5,115,987 1,508,869 0 6,624,856

479,000 479,000 479,000 1,437,000 378,000 378,000 1,134,000 378,000 378,000 378,000 378,000 1,512,000 4,083,000

479,000 429,000 373,989 1,281,989 378,000 756,000 0 2,037,989

477,341 427,665 373,989 1,278,995 377,218 0 1,656,213

3,819,000 3,819,000 3,819,000 11,457,000 3,018,000 3,018,000 9,054,000 3,018,000 3,018,000 3,018,000 3,018,000 12,072,000 32,583,000

3,819,000 3,421,000 2,991,913 10,231,913 3,017,000 0 6,035,000 0 0 0 0 0 16,266,913

3,818,728 3,421,327 2,991,913 10,231,968 0 0 3,017,738 0 0 0 0 0 13,249,706

目的
(何のために実施する
のか）

介護予防事業の対象者を把握し、状態に応じた介護予防の方法を提示することにより、要介護状態等となることを予防
する。

対象となる高齢者に対して基本チェックリストを実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護認定を受けていない65歳以上の高齢者で、次により抽出した高齢者
①「地域高齢者見守り事業」により把握した「日常生活で心配な高齢者」及び「状況のわからない高齢者」　②介護予
防教室に参加した高齢者　③介護認定審査会において非該当となった高齢者④本人または家族及び医療機関等から相談
のあった高齢者

基本チェックリストの実施により把握した介護予防事業対象者に対して、生活機能低下に係るアセスメント（原因及び
課題の分析）の実施及び目標を設定し、介護予防教室や地域サロンへの参加を促すことなどにより要介護状態等となる
ことを防ぐ。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護予防事業対象者把握事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－2 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　二次予防事業対象者については、平成24年度まで「生活機能評価事業」として、ふれあいセンターが後期高齢者健診受診者及び介護予防教室参加者に対し基本チェックリストを実施して把握してきたほか、地域包括支援センターにおける相
談業務の際に基本チェックリストを実施して把握してきたが、効果的な把握に結び付きにくい状況だったことから、平成25年度から実施した「地域高齢者見守り事業」により把握する高齢者（一人暮らしの高齢者、日常生活で心配な高齢者、
状況のわからない高齢者）、介護予防教室参加者及び介護認定審査会において非該当となった高齢者に対して基本チェックリストを実施するほか、地域包括支援センターの相談業務の際に基本チェックリストを実施して二次予防事業対象者を
把握することとした。なお、事業の実施に当たっては、「地域高齢者見守り事業」において重要な役割を担う地域包括支援センター（一般社団法人北海道総合在宅ケア事業団）へ業務を委託する。平成28年１月より、事業名称が「介護予防対
象者把握事業」に変更となった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額 754,434

道 費 計　画　額 377,000

予算計上額 377,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 754,000

予算計上額 754,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 377,217

地 方 債 計　画　額

実　績　額 1,508,869

一 般 財 源 計　画　額 378,000

そ の 他 計　画　額 1,509,000

予算計上額 1,509,000

事 業 費 合 計 計　画　額 3,018,000

予算計上額 3,018,000

予算計上額 378,000

実　績　額 377,218

実　績　額 3,017,738

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

人件費及び事業
費の一部見直し
による増

人件費及び事業
費の一部見直し
による減

人件費及び事業
費の一部見直し
による減

人件費及び事業
費の一部見直し
による増

人件費及び事業
費の一部見直し
による減

委託料

実績との比較
（増減理由）

同額 いきいきシニア
プログラム事業
運動指導委託料
減額補正に伴う
端数調整
3月補正　1千円

同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

実績値 399 415 284

計画値 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績値 20 20 43

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
一般介護予防事業
へ繋がった高齢者
の割合については
計画値を上回って
いる。チェックリ
スト実施人数につ
いては計画値を下
回っているが、見
守りが必要とされ
た世帯の訪問と併
せて、初回訪問か
ら５年以上経過し
ている世帯や提供
拒否世帯の再訪問
の際に併せて行っ
ており、要介護等
の防止につながっ
ていることから今
後も必要な事業と
考える。今後も、
引き続きチェック
リストを実施する
機会を増やすこと
や一般介護予防事
業の参加者を増や
すための方法を検
討する必要があ
る。

自己分析：
一般介護予防事
業へ繋がった高
齢者の割合につ
いては計画値を
上回っている。
チェックリスト
実施人数につい
ては計画値を下
回っているが、
見守りが必要と
された世帯の訪
問と併せて、初
回訪問から５年
以上経過してい
る世帯や提供拒
否世帯の再訪問
の際に併せて
行っており、要
介護等の防止に
つながっている
ことから今後も
必要な事業と考
える。今後も、
引き続きチェッ
クリストを実施
する機会を増や
すことや一般介
護予防事業の参
加者を増やすた
めの方法を検討
する必要があ
る。

自己分析：
一般介護予防事業
へ繋がった高齢者
の割合については
計画値を上回って
いる。チェックリ
スト実施人数につ
いては計画値を下
回っているが、見
守りが必要とされ
た世帯の訪問と併
せて、初回訪問か
ら５年以上経過し
ている世帯や提供
拒否世帯の再訪問
の際に併せて行っ
ており、要介護等
の防止につながっ
ていることから今
後も必要な事業と
考える。今後も、
引き続きチェック
リストを実施する
機会を増やすこと
や一般介護予防事
業の参加者を増や
すための方法を検
討する必要があ
る。

判断理由：
本事業は高齢者
の要介護等の防
止につながって
いることから今
後も必要な事業
であるが、一般
介護予防事業の
参加者やチェッ
クリストの実施
機会を増やす方
法を検討する必
要があるため、
普通であるとし
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：基本チェックリスト実施人数 指標の求め方：基本チェックリストを実施した高齢者の人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：一般介護予防事業に繋がった高齢者の割合 指標の求め方：基本チェックリスト実施高齢者に占める、一般介護予防事業に繋がった高齢者の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

700

314

成果指標１
（単位/％）

10

57

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
一般介護予防事
業へ繋がった高
齢者の割合につ
いては計画値を
上回っている。
チェックリスト
実施人数につい
ては計画値を下
回っているが、
見守りが必要と
された世帯の訪
問と併せて、初
回訪問から５年
以上経過してい
る世帯や提供拒
否世帯の再訪問
の際に併せて
行っており、要
介護等の防止に
つながっている
ことから今後も
必要な事業と考
える。今後も、
引き続きチェッ
クリストを実施
する機会を増や
すことや一般介
護予防事業の参
加者を増やすた
めの方法を検討
する必要があ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：本事業は、一般介護予防事業の参加者やチェックリストの実施
機会を増やす等一部検討が必要な部分はあるが、高齢者の要介護等
の防止につながっていることから今後も必要な事業であるため、現
状のまま継続と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

49,000 49,000 66,000 164,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 465,000

49,250 42,750 42,000 134,000 43,700 87,200 0 221,200

12,452 31,826 35,026 79,304 34,923 0 114,227

25,000 25,000 33,000 83,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 237,000

24,625 21,375 21,000 67,000 21,800 43,550 0 110,550

6,226 15,913 17,513 39,652 17,461 0 57,113

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

99,000 99,000 132,000 330,000 87,000 87,000 261,000 87,000 87,000 87,000 87,000 348,000 939,000

98,500 85,500 84,000 268,000 87,500 174,500 0 442,500

24,905 63,653 70,051 158,609 69,847 0 228,456

25,000 25,000 33,000 83,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 237,000

24,625 21,375 21,000 67,000 21,000 42,750 0 109,750

6,226 15,913 17,513 39,652 17,464 0 57,116

198,000 198,000 264,000 660,000 174,000 174,000 522,000 174,000 174,000 174,000 174,000 696,000 1,878,000

197,000 171,000 168,000 536,000 174,000 0 348,000 0 0 0 0 0 884,000

49,809 127,305 140,103 317,217 0 0 139,695 0 0 0 0 0 456,912

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止による活動
回数の減少、研
修会の中止によ
り減額

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止による活動
回数の減少

報償費、通信運
搬費による減額

報償費、消耗品
費の減額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

いきいき運動推
進員Tシャツ作
成費の減

報償費の減 報償費の減 報償費の増 同額

報償費
消耗品費
通信運搬費

実　績　額 139,695

事業費予算の
内容

報償費
消耗品費
通信運搬費

報償費
消耗品費
通信運搬費

報償費
消耗品費
通信運搬費

報償費
消耗品費
通信運搬費

事 業 費 合 計 計　画　額 174,000

予算計上額 174,000

予算計上額 21,750

実　績　額 17,464

実　績　額 69,847

一 般 財 源 計　画　額 22,000

そ の 他 計　画　額 87,000

予算計上額 87,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 17,461

地 方 債 計　画　額

実　績　額 34,923

道 費 計　画　額 22,000

予算計上額 21,750

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 43,000

予算計上額 43,500

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成18年に地域支援事業の一般高齢者施策として事業開始。高齢者の実態調査や介護認定者の原因疾患調査等により、介護予防を推進していく為には、運動器の機能向上や閉じこもり予防を地域で継続して実施していくことが重要となること
から、効果的に実施するための方策として本事業を取り組み始めた。養成講座は平成18年～27年まで3年ごとに実施。「介護予防・日常生活支援総合事業」の一般介護予防事業における通所型サービスBのボランティアが有償のため、平成29年
度より、推進員に報償費を支給。
平成28年度より、サロン支援活動の充実を図るため、砂川市立病院リハビリ科講師に介護予防講話を依頼。平成30年度には、老人クラブやサロンの参加者が自主的に運動きるよう「いきいき体操サポーター養成講座」を実施。令和元年度は、
サポーター養成講座で配布したDVDの改良版（ver2）の「いきいき体操サポーター研修会」を実施。令和2年度は、サロン・老人クラブ実施した体力測定の結果から、継続した運動の必要性について「いきいき体操サポーター研修会」を実施。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域における介護予防を効果的に推進していくためには、一人ひとりの健康づくりに対する自助努力と併せて､地域住民
が主体となった地域ぐるみの取り組みも重要である。高齢者の健康づくりを推進していくために、地域で介護予防に有
効な体操に取り組んでいる団体に運動推進員を派遣して体操を行うと共に、団体が自主的に体操が行えるよう支援し、
運動習慣の普及・啓発を図り、健康づくりと介護予防を推進していく。

サロン活動団体や老人クラブなどからの依頼を受け、市の有償ボランティアである推進員を派遣し運動の提供をする。
推進員の活動を支援するため、月1回の交流会とスキルアップのための研修会を実施する。また、派遣先の団体が自主的
に地域で「いきいき体操」に取り組めるよう、DVDを活用し、体操ができるよう支援する。老人クラブや地域でサロン活
動を行っている団体を対象にサポーター研修会にて支援をする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

地域での運動の普及啓発活動を行ういきいき運動推進員、及び、介護予防のための運動に関心があり取組んでいる地域
のサロン活動団体や老人クラブなど。

地域の高齢者に対して運動習慣の実践を通して普及啓発をしていくことにより、高齢者の運動機能の向上や閉じこもり
予防など介護予防につながっていく。また、運動推進員自身にとっても運動を継続する機会となり、活動自体が生きが
いづくりにもなっていく。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 いきいき運動推進事業 平成18年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－2 ふれあいセンター保健予防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 13 13 13 14 14 15 15 15 15

実績値 12 11 11

計画値 1,600 1,600 1,600 1,700 1,700 1,800 1,800 1,800 1,800

実績値 518 884 881

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴い、緊急事態
宣言やまん延防
止期間中は活動
を中止した為、
活動回数及び参
加人数が減少し
ている。また、
感染予防の為、
老人クラブの方
針として、活動
を控えていた団
体もあった。
コロナ禍で、集
う場に出てくる
人が少なくなっ
ており、体力測
定の結果から筋
力が低下してい
る傾向である。
引き続き、継続
した運動の必要
性を活動時に参
加者に伝え、健
康の保持増進、
介護予防を推進
していく必要が
ある。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴い、一時的に
活動を休む団体
があったが、概
ね予定通り活動
していた。しか
し、コロナ禍で
参加者が減った
団体について
は、参加者が戻
らず、少人数で
活動している団
体もあった。
体力測定の結
果、平面歩行は
皆基準以上だっ
たが、握力・立
ち座りでは、基
準以下の方が多
く筋力が低下し
ている傾向であ
る。継続した運
動の必要性があ
るため、健康の
保持増進、介護
予防を推進して
いく必要があ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症が5
類感染症に引き
下がったため、
制限なく概ね予
定通りに活動で
きた。しかし、
コロナ禍で減っ
た参加者は戻ら
ず、少人数で活
動を行っている
団体もある。各
団体、継続して
運動を行ってい
るが、体力測定
の結果では、握
力・片足立ち
で、全国平均以
下の方が多い状
況であった。筋
力の維持・フレ
イル予防のため
に、継続して運
動を行うこと
で、健康の保持
増進・介護予防
を推進していく
必要がある。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴い、市内の会
館が使用できな
くなるなど、計
画通りに実施す
ることができな
い状況であっ
た。そのため、
活動指標・成果
指標とも計画値
には達していな
い。
体操実施時に
は、各会場の代
表者は、感染症
対策を講じなが
ら、体操を実施
しており、令和
3年度と4年度を
比較すると、少
しずつ参加者が
戻ってきている
ことより、「普
通である」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
地域サロンや老
人クラブの活動
がコロナ禍前の
ように実施でき
るようになり、
参加人数が以前
より増えた団体
もある。しかし
新規団体の申請
や老人クラブ・
地域サロンの新
規加入者が増え
ない状況にあ
り、地域開催だ
けで運動を実施
するだけではフ
レイル予防を図
るのは難しいた
め、自宅でも効
果的に継続した
運動ができるよ
うショートバー
ジョンのいきい
き体操を作成し
た。今後、各団
体に周知し、介
護予防が図れる
よう支援してい
く。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
「いきいき運動推進事業」については、新型コロナウイルス感染拡
大時には、会館が使用できなくなるなど、計画通りに活動を行えな
い状況があった。令和4年度には、市立病院のリハビリ科職員ととも
に、各団体の代表者や参加者・運動推進員に向けた研修会を実施
し、コロナ禍の行動制限等で、高齢者の筋力が低下傾向であること
や継続して運動を行うことの重要性について伝えた。令和5年度に
は、新型コロナウイルス感染症は5類感染症に引き下げられたことに
伴い、制限なく活動を行えることで、各会場コロナ禍以前の参加人
数が回復することが考えられる。継続して運動を行うことで、健康
の保持増進・介護予防を推進していく必要があるため「現状のまま
継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

14

11

成果指標１
（単位/人）

1,700

919

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：いきいき運動参加延人数 指標の求め方：運動推進員派遣時のいきいき体操参加延人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：いきいき運動実施団体数 指標の求め方：いきいき体操を実施する団体の数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

300,000 300,000 300,000 900,000 385,000 385,000 1,155,000 385,000 385,000 385,000 385,000 1,540,000 3,595,000

300,000 385,000 385,000 1,070,000 385,000 770,000 0 1,840,000

300,000 385,000 385,000 1,070,000 385,000 0 1,455,000

1,300,000 1,300,000 1,300,000 3,900,000 342,000 342,000 1,026,000 342,000 342,000 342,000 342,000 1,368,000 6,294,000

1,300,000 1,692,000 342,000 3,334,000 342,000 684,000 0 4,018,000

1,300,000 1,692,000 342,000 3,334,000 342,000 0 3,676,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

179,000 179,000 179,000 537,000 230,000 230,000 690,000 230,000 230,000 230,000 230,000 920,000 2,147,000

179,000 230,000 230,000 639,000 230,000 460,000 0 1,099,000

179,000 230,000 230,000 639,000 230,000 0 869,000

151,000 151,000 151,000 453,000 1,543,000 1,543,000 4,629,000 1,543,000 1,543,000 1,543,000 1,543,000 6,172,000 11,254,000

151,000 193,000 1,543,000 1,887,000 1,543,000 3,086,000 0 4,973,000

151,000 193,000 1,543,000 1,887,000 1,543,000 0 3,430,000

1,930,000 1,930,000 1,930,000 5,790,000 2,500,000 2,500,000 7,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 10,000,000 23,290,000

1,930,000 2,500,000 2,500,000 6,930,000 2,500,000 0 5,000,000 0 0 0 0 0 11,930,000

1,930,000 2,500,000 2,500,000 6,930,000 0 0 2,500,000 0 0 0 0 0 9,430,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 委託料の増 同額 同額 同額

委託料

実　績　額 2,500,000

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 2,500,000

予算計上額 2,500,000

予算計上額 1,543,000

実　績　額 1,543,000

実　績　額 230,000

一 般 財 源 計　画　額 1,543,000

そ の 他 計　画　額 230,000

予算計上額 230,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 342,000

地 方 債 計　画　額

実　績　額 385,000

道 費 計　画　額 342,000

予算計上額 342,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 385,000

予算計上額 385,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　認知症、知的障害、精神障害などにより判断能力が十分でない人が成年後見制度を的確に利用できるよう支援を行うこと、制度の周知等を目的として平成29年4月に成年後見支援センターを開設した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない者（以下「認知症高齢者等」という。）の権利を尊重し擁
護するとともに、認知症高齢者等が、地域で安心して暮らすことができるよう成年後見制度の利用促進を図る。

成年後見制度に精通し永続的な実施機能を有する体制の構築を図ることができる社会福祉協議会に業務委託すること
で、成年後見制度全般を担う窓口を明確化し、住民や事業所等の相談や支援、市長申立に関する連携、市民後見人養成
講座の開催、制度の周知啓発などを実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に居住する認知症高齢者等及びその親族並びに認知症高齢者等の生活を支援しようとする者。
成年後見制度の利用促進を図ることにより、認知症高齢者等の権利を尊重しながら、住み慣れた地域で安心して暮らし
続けることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 成年後見支援センター運営事業 平成29年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930

実績値 1,930 2,500 2,500

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 22 26 24

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
社会福協議会に
成年後見支援セ
ンターを委託
し、平成29年に
センター開設以
降、市民後見人
の育成を実施し
てきている。ま
た、相談件数に
ついては、計画
値を若干下回る
ものの、市民、
後見人、関係す
る専門職からの
相談を受け付け
るなど、幅広い
知識と経験を発
揮するととも
に、広報周知を
行うなど市民へ
の浸透も図られ
てきている。

自己分析：
社会福協議会に
成年後見支援セ
ンターを委託
し、平成29年に
センター開設以
降、市民後見人
の育成を実施し
てきている。ま
た、相談件数に
ついては、計画
値を若干下回る
ものの、市民、
後見人、関係す
る専門職からの
相談を受け付け
るなど、幅広い
知識と経験を発
揮するととも
に、広報周知を
行うなど市民へ
の浸透も図られ
てきている。

自己分析：
社会福協議会に
成年後見支援セ
ンターを委託
し、平成29年に
センター開設以
降、市民後見人
の育成を実施し
てきている。ま
た、相談件数に
ついては、計画
値を若干下回る
ものの、市民、
後見人、関係す
る専門職からの
相談を受け付け
るなど、幅広い
知識と経験を発
揮するととも
に、広報周知を
行うなど市民へ
の浸透も図られ
てきている。

判断理由：
成果指標につい
ては、目標に達
していないもの
の、年々増加し
ている傾向にあ
り、市民から専
門職に至るまで
幅広く相談を受
け付けている現
状と毎年市民
フォーラムを開
催するととも
に、成年後見制
度全般の市民周
知も行っている
ことから、良好
であると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
社会福協議会に
成年後見支援セ
ンターを委託
し、平成29年に
センター開設以
降、市民後見人
の育成を実施し
てきている。ま
た、相談件数に
ついては、計画
値を上回り、市
民、後見人、関
係する専門職か
らの相談を受け
付けるなど、幅
広い知識と経験
を発揮するとと
もに、広報周知
を行うなど市民
への浸透が図ら
れてきている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：今後も市民ニーズが増加していくことも想定されることから、
現状のまま継続すべきと判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,930

2,500

成果指標１
（単位/件）

30

36

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談利用件数 指標の求め方：相談利用件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：委託料 指標の求め方：委託料



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

321,000 321,000 321,000 963,000 705,000 705,000 2,115,000 705,000 705,000 705,000 705,000 2,820,000 5,898,000

621,000 705,000 705,000 2,031,000 706,000 1,411,000 0 3,442,000

358,050 581,350 443,687 1,383,087 389,548 0 1,772,635

160,000 160,000 160,000 480,000 352,000 352,000 1,056,000 352,000 352,000 352,000 352,000 1,408,000 2,944,000

310,000 352,000 352,000 1,014,000 353,000 705,000 0 1,719,000

179,025 290,675 221,843 691,543 194,774 0 886,317

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

191,000 191,000 191,000 573,000 421,000 421,000 1,263,000 421,000 421,000 421,000 421,000 1,684,000 3,520,000

371,000 421,000 421,000 1,213,000 421,000 842,000 0 2,055,000

213,900 290,675 265,060 769,635 232,717 0 1,002,352

162,000 162,000 162,000 486,000 356,000 356,000 1,068,000 356,000 356,000 356,000 356,000 1,424,000 2,978,000

312,000 355,140 355,140 1,022,280 354,000 710,000 0 1,732,280

179,025 347,300 221,846 748,171 194,776 0 942,947

834,000 834,000 834,000 2,502,000 1,834,000 1,834,000 5,502,000 1,834,000 1,834,000 1,834,000 1,834,000 7,336,000 15,340,000

1,614,000 1,833,140 1,833,140 5,280,280 1,834,000 0 3,668,000 0 0 0 0 0 8,948,280

930,000 1,510,000 1,152,436 3,592,436 0 0 1,011,815 0 0 0 0 0 4,604,251

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

補助金等の未執
行による減

補助金等の未執
行による減

補助金等の未執
行による減

補助金等の未執
行による減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

委託料の増 委託料の増 同額 同額 同額

通信運搬費
手数料
補助金
委託料

実　績　額 1,011,815

事業費予算の
内容

通信運搬費
手数料
補助金
委託料

通信運搬費
手数料
補助金
委託料

通信運搬費
手数料
補助金
委託料

通信運搬費
手数料
補助金
委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 1,834,000

予算計上額 1,834,000

予算計上額 356,000

実　績　額 194,776

実　績　額 232,717

一 般 財 源 計　画　額 356,000

そ の 他 計　画　額 421,000

予算計上額 421,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 194,774

地 方 債 計　画　額

実　績　額 389,548

道 費 計　画　額 352,000

予算計上額 352,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 705,000

予算計上額 705,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

認知症高齢者の増加に伴い、成年後見制度の利用を必要とする高齢者の増加が予測されることから、制度の利用が円滑に行われるよう平成22年度より事業を開始した。介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）として実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

判断能力が十分でない高齢者について、民法で規定する成年後見制度の利用を支援することにより、対象者の生活自立
の援助及び権利擁護を図る。

成年後見の申立人となるべき親族がいない場合、市長が申立人となり、申立費用を負担する。
成年後見の申立人となるべき親族はいるが費用の負担が困難な場合、親族に対し、申立費用相当額を補助する。
成年後見人報酬を負担することが困難な場合、本人に対し、報酬相当額を補助する。
（収入や財産のある者については、砂川市が負担または補助した額を請求する。）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

要支援者本人または申立人となる親族 成年後見が必要と判断される高齢者の生活自立の援助及び権利擁護を図ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 成年後見制度利用支援事業 平成22年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 753 753 753 753 753 753 753 753 753

実績値 150 510 137

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 1 2 2

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
実績は、後見人
報酬1件であ
り、実績として
は計画値を下
回っているが、
認知症高齢者の
増加も見込ま
れ、事業の必要
性は高いと判断
している。制度
の理解不足、費
用負担が困難な
ことから制度利
用が進まないと
いう事態に陥ら
ないよう、成年
後見センターと
連携を図りなが
ら、成年後見制
度利用支援事業
の制度周知を含
めさらに事業の
充実を図る。

自己分析：
実績は、後見人
報酬2件であ
り、実績として
は計画値を下
回っているが、
認知症高齢者の
増加も見込ま
れ、事業の必要
性は高いと判断
している。制度
の理解不足、費
用負担が困難な
ことから制度利
用が進まないと
いう事態に陥ら
ないよう、成年
後見センターと
連携を図りなが
ら、成年後見制
度利用支援事業
の制度周知を含
めさらに事業の
充実を図る。

自己分析：
実績は、後見人
報酬2件であ
り、実績として
は計画値を下
回っているが、
認知症高齢者の
増加も見込ま
れ、事業の必要
性は高いと判断
している。制度
の理解不足、費
用負担が困難な
ことから制度利
用が進まないと
いう事態に陥ら
ないよう、成年
後見センターと
連携を図りなが
ら、成年後見制
度利用支援事業
の制度周知を含
めさらに事業の
充実を図る。

判断理由：
成年後見人の報
酬補助及び市長
申立については
実績があり、高
齢者の在宅生活
の支援につな
がったことか
ら、良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指数及び成
果指数ともに目
標には達してい
ないが、認知症
高齢者の増加も
見込まれ、事業
の必要性は高い
と判断してい
る。制度の理解
不足、費用負担
が困難なことか
ら制度利用が進
まないという事
態に陥らないよ
う、成年後見セ
ンターと連携を
図りながら、成
年後見制度利用
支援事業の制度
周知を含めさら
に事業の充実を
図る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：成年後見人の報酬（補助）の実績もあり、認知症高齢者の増加
を鑑みると、今後は需要が増える要素もあり現状のまま事業継続す
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

753

0

成果指標１
（単位/件）

3

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成金額 指標の求め方：助成金額（市負担金額）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,425,000 1,425,000 1,425,000 4,275,000 1,350,000 1,350,000 4,050,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 5,400,000 13,725,000

1,425,000 1,425,000 1,425,000 4,275,000 1,350,000 2,700,000 0 6,975,000

1,311,544 1,388,455 1,159,190 3,859,189 1,129,227 0 4,988,416

3,251,000 3,251,000 3,251,000 9,753,000 3,257,000 3,257,000 9,771,000 3,257,000 3,257,000 3,257,000 3,257,000 13,028,000 32,552,000

3,251,000 3,271,000 3,291,000 9,813,000 3,428,000 6,685,000 0 16,498,000

2,991,636 3,186,225 2,676,567 8,854,428 2,724,148 0 11,578,576

4,676,000 4,676,000 4,676,000 14,028,000 4,607,000 4,607,000 13,821,000 4,607,000 4,607,000 4,607,000 4,607,000 18,428,000 46,277,000

4,676,000 4,696,000 4,716,000 14,088,000 4,778,000 0 9,385,000 0 0 0 0 0 23,473,000

4,303,180 4,574,680 3,835,757 12,713,617 0 0 3,853,375 0 0 0 0 0 16,566,992

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 除雪サービス事業 平成８年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

冬期間において除雪労力の確保が困難な高齢者世帯等が、地域で安心して在宅生活ができるよう除雪支援を図る。
団体、企業等に業務委託を行い、12月初旬から３月中旬までの期間において、早朝までに10㎝以上降雪があった場合、
玄関先から公道までおおむね幅1m程度の除雪を行う。
利用者負担金（15,000円/１シーズン）を徴収する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

おおむね70歳以上の高齢者世帯又は重度身体障害者世帯（身体障害者手帳１級又は２級の手帳を有する世帯）で、自力
で除雪することが困難な世帯。

冬期間に通院等で外出する際の通路を確保することにより、地域で安心して暮らせるよう在宅支援が図られる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成８年度より事業を開始し、自力で除雪することが困難な高齢者や障害者世帯の生活路の確保を支援している。
平成13年度から、市内に扶養義務者のいる世帯にもサービスを開始。
業務委託料については、行財政改革により、平成17年度には１世帯50,000円/１シーズンを１世帯47,500円/１シーズンに、平成20年度には１世帯45,125円/１シーズンに、平成27年度には最低賃金及び燃料費の上昇から１世帯47,532円/１シー
ズンに改正した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 1,350,000

予算計上額 1,350,000

予算計上額

実　績　額 1,129,227

一 般 財 源 計　画　額 3,257,000

予算計上額 3,257,000

実　績　額 2,724,148

事 業 費 合 計 計　画　額 4,607,000

予算計上額 4,607,000

実　績　額 3,853,375

事業費予算の
内容

委託料
49,215円×95件

委託料
49,422円×95件

委託料
49,635円×95件

委託料
51,186円×90件

委託料
53,078円×90件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 最低賃金の上昇
による委託料増

最低賃金の上昇
による委託料増

利用見込件数の
減による委託料
の減

最低賃金の上昇
による委託料増

実績との比較
（増減理由）

申請見込件数の
減

途中廃止による
減
3月補正 247千
円

申請見込件数の
減
3月補正△497千
円

申請見込件数の
減
3月補正△256千
円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 50 50 50 50 50 50 50 50 50

実績値 36 24 24

計画値 95 95 95 95 95 95 95 95 95

実績値 90 95 79

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
出勤回数と利用
人数は、ともに
計画値よりも下
回っているが、
1回あたりの降
雪量が多い日が
多く、冬期間の
安心した生活の
確保につながっ
ていると考えら
れることから、
今後も安心して
在宅生活を送る
環境確保に努め
る。

自己分析：
出勤回数は計画
値よりも下回っ
ており、年に
よって降雪量が
異なるが、冬期
間の安心した生
活の確保につな
がっていると考
えられることか
ら、今後も安心
して在宅生活を
送る環境確保に
努める。

自己分析：
出動回数と利用
件数は計画値よ
り下回ってお
り、例年よりも
降雪の日数が少
なかったが、冬
期間の安心した
生活の確保につ
ながっていると
考えられること
から、今後も安
心して在宅生活
を送る環境確保
に努める。

判断理由：
達成度について
は、降雪量に伴
う出動回数であ
るため下回る年
もあるが、成果
については、計
画値と同等程度
であり、高齢者
の在宅生活の環
境確保に繋がっ
ていることから
良好と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：除雪出勤日数 指標の求め方：除雪出勤日数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

50

23

成果指標１
（単位/件）

95

77

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
出動回数と利用
件数は計画値よ
り下回ってお
り、例年よりも
降雪の日数が少
なかったが、冬
期間の安心した
生活の確保につ
ながっていると
考えられること
から、今後も安
心して在宅生活
を送る環境確保
に努める。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
高齢者世帯の増加に伴い、今後も事業の必要性がさらに増していく
と考えられるため、事業は現状のまま継続するが、除雪が手作業で
あるため今後の担い手事業所を確保することが課題である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,015,000 1,015,000 1,015,000 3,045,000 1,323,000 1,323,000 3,969,000 1,323,000 1,323,000 1,323,000 1,323,000 5,292,000 12,306,000

1,015,000 1,033,000 1,150,000 3,198,000 1,323,000 2,646,000 0 5,844,000

535,370 913,228 900,460 2,349,058 777,260 0 3,126,318

1,015,000 1,015,000 1,015,000 3,045,000 1,323,000 1,323,000 3,969,000 1,323,000 1,323,000 1,323,000 1,323,000 5,292,000 12,306,000

1,015,000 1,033,000 1,150,000 3,198,000 1,323,000 0 2,646,000 0 0 0 0 0 5,844,000

535,370 913,228 900,460 2,349,058 0 0 777,260 0 0 0 0 0 3,126,318

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

申請見込件数の
減
3月補正
△108千円

申請見込件数の
減
3月補正
△85千円

申請見込件数の
減
3月補正
△104千円

申請見込件数の
減
3月補正
△293千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

申請見込件数の
減

火災感知器工事
費の単価変更に
よる増

火災感知器工事
費の単価変更に
よる増

火災感知器工事
費の単価変更お
よび点検見込件
数の増

同額

委託料
6,050円×25件
9,900円×5件
16,500円×30件
6,600円×95件

実　績　額 777,260

事業費予算の
内容

委託料
6,050円×25件
9,900円×5件
14,300円×30件
5,500円×70件

委託料
6,050円×25件
9,900円×5件
14,900円×30件
5,500円×70件

委託料
6,050円×25件
9,900円×5件
16,220円×30件
6,600円×70件

委託料
6,050円×25件
9,900円×5件
16,500円×30件
6,600円×95件

事 業 費 合 計 計　画　額 1,323,000

予算計上額 1,323,000

予算計上額 1,323,000

実　績　額 777,260

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,323,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成３年度より事業を開始し、高齢者等の一人暮らしによる生活不安の解消及び安全確保と、急病・災害等に迅速に対応し、福祉の増進を図っている。
平成17年度に設置委託料の引き下げを行う（１機あたり15,000円→13,500円）。また同年度に広域消防組合設置のセンターパソコンの更新を行っている。
平成24年度より、緊急通報装置について買取りからレンタルへ変更し、あわせて対象要件をおおむね65歳以上で一人暮らしの病弱な高齢者及び重度心身障害者から、65歳以上の高齢者世帯に属する身体病弱な者及び重度身体障害者等へ拡大し
設置件数の増加を図っている。平成30年度より緊急通報装置機器点検を開始し、機器の適正な維持管理に努め緊急時における利用者のさらなる安心安全を図っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

一人暮らしの病弱な高齢者に緊急通報装置を設置することにより、急病・災害発生時における迅速かつ適切な対応及び
日常生活相談に応じることができ、在宅生活の不安解消につなげる。

緊急通報装置を設置し、生活相談及び緊急通報が広域消防組合へ直通でつながることにより、高齢者の生活不安の解消
と人命の安全を確保する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

65歳以上の高齢者世帯に属する身体病弱な者及び重度身体障害者等。 高齢者等の生活不安の解消と人命の安全確保が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 緊急通報装置設置事業 平成３年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 14 19 12

計画値 160 160 160 160 160 160 160 160 160

実績値 142 144 134

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新規設置数は計
画値を下回って
いるが、これに
ついては装置の
普及増加による
ものも一因と捉
えている。総設
置数について
は、死亡や転
出、施設入所等
による廃止件数
が新規設置数を
上回り計画値を
下回っている
が、機器の設置
により、在宅生
活不安の解消及
び急病等発生時
の迅速かつ適切
な対応につな
がっており有効
施策と判断して
いる。

自己分析：
新規設置数は計
画値を下回って
いるが、これに
ついては装置の
普及増加による
ものも一因と捉
えている。総設
置数について
は、計画値を下
回っているが、
前年を上回って
おり、機器の設
置により、在宅
生活不安の解消
及び急病等発生
時の迅速かつ適
切な対応につな
がっており有効
施策と判断して
いる。

自己分析：
新規設置数は計
画値を下回って
いるが、これに
ついては装置の
普及増加による
ものも一因と捉
えている。総設
置数について
は、死亡や転
出、施設入所等
による廃止件数
が新規設置数を
上回り計画値を
下回っている
が、機器の設置
により、在宅生
活不安の解消及
び急病等発生時
の迅速かつ適切
な対応につな
がっており有効
施策と判断して
いる。

判断理由：
必要とする高齢
者への普及増進
もなされてお
り、在宅生活不
安の解消及び急
病等発生時の迅
速かつ適切な対
応につながって
いることから、
良好と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新規設置数は計
画値を下回って
いるが、これに
ついては装置の
普及増加による
ものも一因と捉
えている。総設
置数について
は、死亡や転
出、施設入所等
による廃止件数
が新規設置数を
上回り計画値を
下回っている
が、機器の設置
により、在宅生
活不安の解消及
び急病等発生時
の迅速かつ適切
な対応につな
がっており有効
施策と判断して
いる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：在宅生活不安の解消及び急病等発生時の迅速かつ適切な対応に
つながっていることから、現状のまま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/台）

30

12

成果指標１
（単位/台）

160

121

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：総設置数 指標の求め方：年度末総設置数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：安全確保が図られた件数 指標の求め方：年度内の新規設置数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 1,400,000 0 3,500,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 0 2,800,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000 7,000,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 700,000 0 1,400,000 0 0 0 0 0 3,500,000

700,000 700,000 700,000 2,100,000 0 0 700,000 0 0 0 0 0 2,800,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

負担金

実　績　額 700,000

事業費予算の
内容

負担金 負担金 負担金 負担金

事 業 費 合 計 計　画　額 700,000

予算計上額 700,000

予算計上額 700,000

実　績　額 700,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 700,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

高齢者の在宅療養を支援するため訪問看護サービスが必要であったことから、平成６年度社団法人北海道総合在宅ケア事業団（平成24年度より一般社団法人）に入会し、市内に訪問看護ステーションを開設した。
入会初年度は、入会金100千円、訪問看護ステーション拠出金3,000千円及び年会費700千円を支出し、平成７年度以降は年会費700千円を支出している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者の医療の確保に関する法律、健康保険法及び介護保険法による訪問看護を実施することにより、健康状態の観察
及び家族への介護指導等を行い、在宅における療養生活を支援する。

高齢者の医療の確保に関する法律、健康保険法及び介護保険法に基づき、医師の指示により看護師等が訪問し、在宅に
おいて看護サービス（リハビリテーション含む）を提供する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

在宅での療養等が必要な高齢者、難病者、心身障害者（児）等。 在宅における療養等が必要な高齢者、難病者、心身障害者（児）等の生活及び心身機能の維持回復支援が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 訪問看護事業 平成６年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

実績値 700 700 700

計画値 700 700 700 700 700 700 700 700 700

実績値 510 658 755

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
北海道総合在宅
ケア事業団が規
定する負担金額
を支出すること
により、訪問看
護ステーション
が開設されてい
る。延利用者数
は計画値を下
回っているもの
の、在宅療養生
活において重要
な役割を担って
おり、必要な事
業であると考え
る。在宅医療を
推進するため、
地域ケア会議等
を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅
ケア事業団が規
定する負担金額
を支出すること
により、訪問看
護ステーション
が開設されてい
る。延利用者数
は計画値を下
回っているもの
の、在宅療養生
活において重要
な役割を担って
おり、必要な事
業であると考え
る。在宅医療を
推進するため、
地域ケア会議等
を活用し、連携
の強化を図る。

自己分析：
北海道総合在宅
ケア事業団が規
定する負担金額
を支出すること
により、訪問看
護ステーション
が開設されてい
る。延利用者数
は計画値を上
回っていること
から、在宅療養
生活において重
要な役割を担っ
ており、必要な
事業であると考
える。在宅医療
を推進するた
め、地域ケア会
議等を活用し、
連携の強化を図
る。

判断理由：延利
用者数は計画値
及び前年度実績
を上回ってお
り、良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
北海道総合在宅
ケア事業団が規
定する負担金額
を支出すること
により、訪問看
護ステーション
が開設されてい
る。延利用者数
は計画値を下
回っているもの
の、在宅療養生
活において重要
な役割を担って
おり、必要な事
業であると考え
る。在宅医療を
推進するため、
地域ケア会議等
を活用し、連携
の強化を図る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：訪問看護ステーションにより、医療機関及びケアマネジャー等
と連携し、在宅療養の支援が図られており、現状のまま継続する。

（5年度成果指標実績値658人のうち、介護保険493人(74.9%)、医療
保険165人(25.1%)）

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/　）

700

700

成果指標１
（単位/　）

700

629

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：延利用者数 指標の求め方：延利用者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金額 指標の求め方：負担金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 8,000,000 20,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 4,000,000 0 10,000,000

2,506,000 1,937,000 1,557,000 6,000,000 1,021,000 0 7,021,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 8,000,000 20,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000 2,000,000 0 4,000,000 0 0 0 0 0 10,000,000

2,506,000 1,937,000 1,557,000 6,000,000 0 0 1,021,000 0 0 0 0 0 7,021,000

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者世帯等雪下ろし助成事業 平成27年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

冬期間において除雪労力の確保が困難な高齢者世帯等に対し、屋根の雪下ろし等の作業を事業者に委託した場合、その
費用の一部を助成することで、危険な作業による事故の防止と安心な在宅生活の確保を図る。

本人（市内に住民票を有し一戸建てに居住する者）の申請行為により実施。本人には委託先事業者を選定してもらい、
事業者は作業報告書等、本人同意に基づく完了届を市に提出し、それらの確認をもって本人若しくは事業者に対し助成
金を支出する。
◇申請回数：同一年度内２回まで。　◇助成金額（１回分）：作業費用額の1/2以内とし、屋根の雪下ろし及び塞がれた
窓の除雪作業のみの場合は20,000円を、その作業に排雪作業も伴う場合は40,000円を上限とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

おおむね70歳以上の高齢者世帯又は重度身体障害者世帯（身体障害者手帳１級又は２級の手帳を有する世帯）で、自力
で除雪することが困難な世帯。

冬期間の除雪作業による事故防止と地域で安心して暮らせるよう在宅支援が図られ、加えて居宅保全にも繋がる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　全国的に高齢者を中心に雪下ろし等の事故が多発している状況から、事故の未然防止を図るとともに除雪サービス事業と併せ、冬期間の快適な住環境を確保する。（27年度6月補正）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,000,000

予算計上額 2,000,000

実　績　額 1,021,000

事 業 費 合 計 計　画　額 2,000,000

予算計上額 2,000,000

実　績　額 1,021,000

事業費予算の
内容

負担金補助及び
交付金
20,000円×20件
40,000円×40件

負担金補助及び
交付金
20,000円×20件
40,000円×40件

負担金補助及び
交付金
20,000円×20件
40,000円×40件

負担金補助及び
交付金
20,000円×60件
40,000円×20件

負担金補助及び
交付金
20,000円×60件
40,000円×20件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

申請数が見込み
を上回ったこと
による増

申請数が見込み
を下回ったこと
による減

申請数が見込み
を下回ったこと
による減

申請数が見込み
を下回ったこと
による減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

実績値 2,506 1,937 1,557

計画値 60 60 60 60 60 60 60 60 60

実績値 123 93 80

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
本年度は大雪の
ため前年度より
利用件数が大幅
に増え、計画値
を上回った。事
業の周知が図ら
れてきており、
高齢者の冬期間
の安心した在宅
生活の確保と事
故防止に効果が
あったと判断し
ている。今後も
引き続き事業の
周知を図り普及
に努めていく必
要がある。

自己分析：
本年度は前年度
の利用件数より
減ったが、計画
値を上回った。
事業の周知が図
られてきてお
り、高齢者の冬
期間の安心した
在宅生活の確保
と事故防止に効
果があったと判
断している。今
後も引き続き事
業の周知を図り
普及に努めてい
く必要がある。

自己分析：
本年度は前年度
の利用件数より
減ったが、計画
値を上回った。
事業の周知が図
られてきてお
り、高齢者の冬
期間の安心した
在宅生活の確保
と事故防止に効
果があったと判
断している。今
後も引き続き事
業の周知を図り
普及に努めてい
く必要がある。

判断理由：
事業期間中の降
雪量次第で利用
件数が変動する
ため、助成額・
件数が計画値を
下回ることもあ
るが、高齢者の
危険な作業によ
る事故の防止と
安心な在宅生活
の確保に繋がっ
ていることか
ら、良好である
と判断する。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成費用額 指標の求め方：助成費用額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

2,000

1,021

成果指標１
（単位/件）

60

64

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
前年度の利用件
数より減った
が、計画値を上
回っている。事
業の周知が図ら
れてきており、
高齢者の冬期間
の安心した在宅
生活の確保と事
故防止に効果が
あったと判断し
ている。今後も
引き続き事業の
周知を図り普及
に努めていく必
要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：高齢者の危険な作業による事故の防止と安心な在宅生活の確保
に繋がる事業であり、高齢者世帯の増加に伴い、今後も事業の必要
性がさらに増していくと考えられることから、現状のまま継続す
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

162,000 162,000 162,000 486,000 164,000 164,000 492,000 164,000 164,000 164,000 164,000 656,000 1,634,000

162,000 164,000 164,000 490,000 173,000 337,000 0 827,000

0 0 6,000 6,000 0 0 6,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

55,000 55,000 55,000 165,000 55,000 55,000 165,000 55,000 55,000 55,000 55,000 220,000 550,000

55,000 55,000 55,000 165,000 58,000 113,000 0 278,000

0 0 3,000 3,000 0 0 3,000

217,000 217,000 217,000 651,000 219,000 219,000 657,000 219,000 219,000 219,000 219,000 876,000 2,184,000

217,000 219,000 219,000 655,000 231,000 0 450,000 0 0 0 0 0 1,105,000

0 0 9,000 9,000 0 0 0 0 0 0 0 0 9,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

見込件数の減
3月補正
△144千円

見込件数の減
3月補正
△146千円

見込件数の減
3月補正
△146千円

見込件数の減
3月補正
△146千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込額算出方法
の変更により減
額

サービス単価の
見直しにより増
額

前年度同額 前年度同額 サービス単価の
見直しにより増
額

補助金

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金 補助金 補助金 補助金

事 業 費 合 計 計　画　額 219,000

予算計上額 219,000

予算計上額 55,000

実　績　額 0

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 55,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 164,000

予算計上額 164,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度より事業開始し、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図っている。
平成17年10月、対象者要件、軽減割合及び軽減対象費用を変更した。
平成18年７月１日から平成20年６月30日まで、税制改正により利用者負担額の増額が見込まれることから激変緩和措置を実施した。
平成21年４月１日から平成23年３月31日まで、介護報酬改定により利用者負担額の増額が見込まれることから軽減割合を変更した。
平成24年度より、対象者に生活保護受給者を加え、同受給者の個室の居住費に係る利用者負担額の全額を軽減対象とした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

低所得で生活が困難である者について、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割にかんが
み、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図る。

軽減法人等が軽減対象者のサービス利用に伴う利用者負担の一部を軽減し、市が当該軽減法人等に対し軽減に要した額の一部を助成する。
軽減割合 … 1/4、ただし、利用者負担第1段階者は1/2、生活保護受給者は全額
対象サービス … 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、指定介護老人福祉施設における介護福祉
施設サービス、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護
軽減対象 … 利用者負担額、食費、居住費（滞在費）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護保険の要介護被保険者等で、市町村民税非課税世帯、年間収入額150万円以下（収入基準）、預貯金350万円以下
（資産基準）、扶養状況、介護保険料納入の要件を満たす者。
生活保護受給者。

低所得者の介護保険サービスの利用促進が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 社会福祉法人等による低所得利用者負担額軽減制度支援事業 平成12年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 217 217 217 217 217 217 217 217 217

実績値 0 0 9

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 0 0 1

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
補助金額及び対
象人数とも計画
値に対し実績な
しとなってい
る。
社会福祉法人等
の申請に基づく
ものだが今後に
ついても関係機
関を中心に制度
の周知を図る必
要がある。

自己分析：
申請について相
談はあったもの
の、補助金額及
び対象人数とも
計画値に対し実
績なしとなって
いる。
社会福祉法人等
の利用申請に基
づくものだが今
後についても関
係機関を中心に
制度の周知を図
る必要がある。

自己分析：
軽減対象者とし
て2名を認定
し、そのうちの
1名が本事業に
かかる負担軽減
を利用したこと
から実績ありと
なっている。
社会福祉法人等
の利用申請に基
づくものだが今
後についても関
係機関と連携を
図りながら、制
度の周知を続け
ていく必要があ
る。

判断理由：
実績は計画値を
下回る状況だ
が、補助の金額
は対象者の負担
割合及び利用
サービス等に
よって増減する
こと、事業自体
は低所得者の介
護保険サービス
利用の促進につ
ながっているこ
とから普通であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
申請について相
談はあったもの
の、補助金額及
び対象人数とも
計画値に対し実
績なしとなって
いる。
社会福祉法人等
の利用申請に基
づくものだが今
後についても関
係機関を中心に
制度の周知を図
る必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：社会福祉法人等が利用者負担の軽減を行うことに対する補助で
あり、社会福祉法人等の申請により事業を実施することから現状の
まま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

217

0

成果指標１
（単位/人）

3

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用者数 指標の求め方：軽減対象者としての認定を受け、本事業に係る負担額軽減を利用した者の人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：利用者負担額軽減法人等への補助金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

32,000 32,000 32,000 96,000 32,000 32,000 96,000 32,000 32,000 32,000 32,000 128,000 320,000

32,000 32,000 32,000 96,000 31,000 63,000 0 159,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

11,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 33,000 11,000 11,000 11,000 11,000 44,000 110,000

11,000 11,000 11,000 33,000 11,000 22,000 0 55,000

0 0 0 0 0 0 0

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

43,000 43,000 43,000 129,000 42,000 0 85,000 0 0 0 0 0 214,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

申請0件
3月補正
△27千円

申請0件
3月補正
△27千円

申請0件
3月補正
△27千円

申請0件
3月補正
△27千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 介護報酬改定に
よる減

扶助費及び役務
費

実　績　額 0

事業費予算の
内容

扶助費及び役務
費

扶助費及び役務
費

扶助費及び役務
費

扶助費及び役務
費

事 業 費 合 計 計　画　額 43,000

予算計上額 43,000

予算計上額 11,000

実　績　額 0

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 11,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 32,000

予算計上額 32,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度より事業を開始し、低所得利用者負担の激変緩和を図っている。
国の制度改正により、平成17年度から、低所得高齢者については軽減措置を廃止し、１割負担とした（障害者は平成20年７月まで措置継続）。
平成18年度から、新制度として障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利用において境界層該当として定率負担額が０円となっている者で、介護保険の対象者となり、介護保険法によるホームヘルプサービスを利用する者（制度移
行）を対象として、１割負担を求めず０％（全額免除）とした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

介護保険法施行以前から訪問介護サービスを利用している低所得者が法施行時継続してサービス利用が可能となるよう
サービス料の１割負担を経過的に軽減することにより、介護保険制度の円滑な導入に資する。

制度移行措置対象者については、利用者負担の割合を０％（全額免除）とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利用において境界層該当として定率負担が０円となっている者で、介
護保険の対象者となり、介護保険法によるホームヘルプサービスを利用する者（制度移行措置対象者）。

低所得利用者負担の激変緩和措置が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 訪問介護低所得利用者負担扶助事業 平成12年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 41 41 41 41 41 41 41 41 41

実績値 0 0 0

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 0 0 0

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
対象者がなく実
績なしが続いて
いるが、障害者
福祉サービスか
ら介護保険制度
に移行した場合
（65歳以上）の
負担軽減を図る
措置として事業
は継続する。

自己分析：
対象者がなく実
績なしが続いて
いるが、障害者
福祉サービスか
ら介護保険制度
に移行した場合
（65歳以上）の
負担軽減を図る
措置として事業
は継続する。

自己分析：
対象者がなく実
績なしが続いて
いるが、障害者
福祉サービスか
ら介護保険制度
に移行した場合
（65歳以上）の
負担軽減を図る
措置として事業
は継続する。

判断理由：
現在、事業の対
象者がいないこ
とから、普通と
判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
対象者がなく実
績なしが続いて
いるが、障害者
福祉サービスか
ら介護保険制度
に移行した場合
（65歳以上）の
負担軽減を図る
措置として事業
は継続する。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：現状のまま継続し、事業の対象となる者があった場合に事業の
利用について説明し適宜対応する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

41

0

成果指標１
（単位/件）

2

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：免除件数 指標の求め方：免除件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：免除金額 指標の求め方：免除金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 60,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 277,000

31,000 31,000 31,000 93,000 31,000 62,000 0 155,000

33,735 33,094 33,385 100,214 29,150 0 129,364

20,000 20,000 20,000 60,000 31,000 31,000 93,000 31,000 31,000 31,000 31,000 124,000 277,000

31,000 31,000 31,000 93,000 31,000 0 62,000 0 0 0 0 0 155,000

33,735 33,094 33,385 100,214 0 0 29,150 0 0 0 0 0 129,364

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者虐待を防止し権利を擁護するとともに、介護者の負担を軽減し、高齢者が尊厳ある安定した生活が送れるよう支
援を図る。

高齢者虐待防止連絡協議会において、高齢者虐待の予防、早期発見、対応、再発防止等について検討協議する。また、
協議会に高齢者虐待防止支援チームを設け、個別の事例に的確かつ迅速な支援を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

虐待を受けているまたは受けていると思われる高齢者及びその介護者。 対象高齢者及び介護者に対し的確かつ迅速な支援を行うことにより、安定した生活を送ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者虐待防止事業 平成22年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成18年４月１日高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律が施行されたことを受け、平成22年４月１日関係機関により砂川市高齢者虐待防止連絡協議会を設立し、高齢者虐待の防止等に取り組んでいる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 31,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 31,000

予算計上額 31,000

予算計上額 31,000

実　績　額 29,150

実　績　額 29,150

事業費予算の
内容

需用費 需用費 需用費 需用費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

需用費

実績との比較
（増減理由）

事務経費の増 事務経費の増 事務経費の増 事務経費の減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 1 0 0

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 1 0 0

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
通報を受け虐待
と判断した1件
について、高齢
者虐待防止支援
チーム会議を経
て解決に導き、
権利擁護が図ら
れている。高齢
者虐待の防止あ
るいは早期発見
のためには、啓
発活動が重要で
あることから、
継続して周知活
動を含め事業推
進を図る。

自己分析：
令和4年度につ
いては、虐待通
報事案は無かっ
たが、2年ぶり
に高齢者虐待防
止連絡協議会を
開催し、市内外
の関係機関が約
40事業所が集ま
り、令和3年度
の事例報告等を
もとに協議を
行った。

自己分析：
令和5年度につ
いては、虐待通
報事案はあった
ものの、いずれ
も虐待認定とは
ならなかった
が、高齢者虐待
防止支援チーム
会議において検
討および情報共
有を行い、その
後の対応に繋げ
ることができ
た。

判断理由：
活動指標につい
ては、計画より
も少ない件数で
あること、実際
に通報があった
ものについて
は、高齢者虐待
防止支援チーム
会議を経て解決
に導いているこ
とから、良好で
あると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：虐待件数 指標の求め方：虐待件数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：解決件数 指標の求め方：解決件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

2

0

成果指標１
（単位/件）

2

0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
令和6年度につ
いては、虐待通
報事案はあった
ものの、いずれ
も虐待認定とは
ならなかった
が、高齢者虐待
防止支援チーム
会議において検
討および情報共
有を行い、その
後の対応に繋げ
ることができ
た。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：高齢者虐待防止連絡協議会の構成機関等と連携し、市民に対す
る啓発を行いながら、虐待防止及び虐待の早期発見に繋がることか
ら、現状のまま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 241,400,000 0 241,400,000

0 241,400,000 0 241,400,000

0 228,200,000 0 228,200,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 1,203,000 0 1,203,000

0 1,203,000 0 1,203,000

1,203,400 1,203,400 5,599,690 0 6,803,090

0 0 0 0 0 0 242,603,000 0 0 0 0 0 242,603,000

0 0 0 0 0 0 242,603,000 0 0 0 0 0 242,603,000

0 0 1,203,400 1,203,400 0 0 233,799,690 0 0 0 0 0 235,003,090

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

砂川福祉会IT導
入補助金の増

入札執行残
3月補正
△8,335千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

砂川福祉会空調
設備整備費補助
金の増

実　績　額 233,799,690

事業費予算の
内容

補助金

実　績　額 5,599,690

事 業 費 合 計 計　画　額 242,603,000

予算計上額 242,603,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,203,000

予算計上額 1,203,000

241,400,000

実　績　額 228,200,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額 241,400,000

目的
(何のために実施する
のか）

身体または精神上の障害によって常時介護を必要とし、居宅において介護を受けることが困難な要介護者が入居（入
所）する施設を整備し、高齢者の安定した生活を確保する。

施設整備を行う社会福祉法人等に対し費用の一部を助成する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

施設整備を行う社会福祉法人等。
新たに施設整備を行うことにより、現行施設の入所待機者を解消し、要介護者の安定した生活を確保することができ
る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

高齢者の増加とともに認知症高齢者も増加傾向にあることを踏まえ、平成24年度から26年度を計画期間とする第５期砂川市高齢者保健福祉計画・砂川市介護保険事業計画において、認知症高齢者グループホーム（定員18名）の整備を盛り込ん
だ。令和６年度は、砂川福祉会に対し、各施設にエアコン等を設置するための補助金を支出し、入所者の生活環境及び従事者の労働環境の改善を図る施設整備を行った。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護基盤整備支援事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 － － － － － － － － －

実績値 0 0 1,204

計画値 － － － － － － － － －

実績値 0 0 1

総合評価

自己分析：
令和３年度にお
いては介護基盤
整備事業支援を
行う計画なし。

自己分析：
令和４年度にお
いては介護基盤
整備事業支援を
行う計画なし。

自己分析：
令和5年度にお
いては、砂川福
祉会へ会計ソフ
トのクラウド化
のための補助を
行った。会計事
務の効率化が図
られている。

判断理由：
該当する事業が
無いため判定不
能

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 休止

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
令和6年度にお
いては、砂川福
祉会に対し、各
施設にエアコン
設置等の補助金
を支出すること
で、入所者の生
活環境及び従事
者の労働環境の
改善を実現し、
市民が介護が必
要となっても安
心して入所、利
用できる施設整
備が図られてい
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
今後も施設整備については、砂川市高齢者保健福祉計画・砂川市介
護保険事業計画に基づき検討していくため、今回策定予定が無いた
め、休止とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

－

233,800

成果指標１
（単位/件）

－

1

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：整備施設数 指標の求め方：（砂川市高齢者保健福祉計画によるので、数値は設定せず実績管理とする）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成金額 指標の求め方：（国、道補助（交付）金の交付基準によるので、数値は設定せず実績管理とする）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 2,000,000 5,000,000

500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 1,000,000 0 2,500,000

0 0 0 0 0 0 0

500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 2,000,000 5,000,000

500,000 500,000 500,000 1,500,000 500,000 0 1,000,000 0 0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

介護が必要な高齢者等に対し、在宅生活を過ごすために必要な住宅改修を行うための資金を貸し付けることにより、高
齢者等の自立を助長するとともに家族介護負担を軽減し、在宅福祉の向上を図る。

介護保険法に基づく居宅介護住宅改修費等の支給限度基準額を超える住宅改修費に対し、50万円を限度額として無利子
で貸し付けを行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護保険法に基づく居宅介護住宅改修費等の支給を受けることができる者であって、居宅介護住宅改修費等の支給限度
基準額を超える住宅改修費がある被保険者。または、それら被保険者を介護している同居の親族等であって、住宅改修
費を負担する者。

住宅改修資金を貸し付けることにより、在宅生活支援、高齢者等の自立助長、介護保険制度の円滑な実施が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 居宅介護住宅改修資金貸付事業 平成15年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成15年度より事業を開始し、介護が必要な高齢者等に対し、在宅生活を過ごすために必要な住宅改修を行うための資金を無利子で貸し付けることにより、高齢者の自立を助長するとともに家族介護負担の軽減を図る。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 500,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 500,000

予算計上額 500,000

予算計上額 500,000

実　績　額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

貸付金
500,000円×1件

貸付金
500,000円×1件

貸付金
500,000円×1件

貸付金
500,000円×1件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

貸付金
500,000円×1件

実績との比較
（増減理由）

申請0件 申請0件 申請0件 申請0件

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 500 500 500 500 500 500 500 500 500

実績値 0 0 0

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 0 0 0

達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
相談はあったが
申請には至って
いない。貸付事
業であるため返
済が必要となる
点が申請に至ら
ない一因とも考
えられる。今
後、制度の見直
しについて検討
が必要だが、相
談はあるため当
面事業継続は必
要と考える。

自己分析：
実績がない状況
が続いている。
貸付事業である
ため返済が必要
となる点が申請
に至らない一因
とも考えられ
る。今後、制度
の見直しについ
て検討が必要だ
が、相談はある
ため当面事業継
続は必要と考え
る。

自己分析：
相談があっても
実績がない状況
が続いている。
貸付事業である
ため返済が必要
となる点が申請
に至らない一因
とも考えられ
る。今後、制度
の見直しについ
て検討が必要だ
が、相談はある
ため当面事業継
続は必要と考え
る。

判断理由：
申請は0件であ
るが、相談は寄
せられることか
ら、普通である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：貸付金額 指標の求め方：貸付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：貸付件数 指標の求め方：貸付件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

500

0

成果指標１
（単位/件）

1

0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
実績がない状況
が続いている。
貸付事業である
ため返済が必要
となる点が申請
に至らない一因
とも考えられ
る。今後、制度
の見直しについ
て検討が必要だ
が、相談はある
ため当面事業継
続は必要と考え
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：事業開始した平成15年度に1件の申請があったが、それ以降令和
5年度まで申請は0件であるが、住宅改修を行うために高齢者等の負
担を軽減する事業であることから、事業は必要と考えている。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 15,000 15,000 60,000 150,000

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 30,000 0 75,000

13,090 16,000 14,000 43,090 21,000 0 64,090

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 7,000 7,000 28,000 70,000

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 14,000 0 35,000

6,545 8,000 7,000 21,545 10,000 0 31,545

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 9,000 9,000 36,000 90,000

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 18,000 0 45,000

7,820 10,000 8,000 25,820 12,000 0 37,820

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 9,000 9,000 36,000 90,000

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 18,000 0 45,000

6,545 10,000 9,000 25,545 13,000 0 38,545

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 40,000 160,000 400,000

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 0 80,000 0 0 0 0 0 200,000

34,000 44,000 38,000 116,000 0 0 56,000 0 0 0 0 0 172,000

役務費 役務費

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 15,000

予算計上額 15,000

実　績　額 21,000

道 費

実績との比較
（増減理由）

利用件数が見込
件数を下回った
ことによる減
20件→17件

利用件数が見込
件数を上回った
ことによる増
20件→22件

利用件数が見込
件数を下回った
ことによる減
20件→19件

利用件数が見込
件数を上回った
ことによる増
20件→28件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実　績　額 56,000

事業費予算の
内容

役務費 役務費 役務費

実　績　額 13,000

事 業 費 合 計 計　画　額 40,000

予算計上額 40,000

実　績　額 12,000

一 般 財 源 計　画　額 9,000

予算計上額 9,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額 9,000

予算計上額 9,000

予算計上額

計　画　額 7,000

予算計上額 7,000

実　績　額 10,000

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

介護保険制度において住宅改修理由書を作成した居宅介護支援事業所等に作成費を支給することにより、被保険者の円
滑な制度利用を図る。

住宅改修理由書作成費用として1件2,000円を支給する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護保険給付のうち住宅改修のみを行う要介護認定者に係る住宅改修理由書を作成した介護支援専門員又は理学療法士
等が所属する居宅介護支援事業所等。

介護保険制度の円滑な利用が図られる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度介護保険制度の施行にあわせ、事業を開始している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 住宅改修支援事業 平成12年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 40 40 40 40 40 40 40 40 40

実績値 34 44 38

計画値 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績値 17 22 19

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
実績として計画
値を下回る結果
となったが、事
業目的は果たさ
れていると判断
できる。

自己分析：
実績として計画
値を上回る結果
となり、事業目
的は果たされて
いると判断でき
る。

自己分析：
実績として計画
値を下回る結果
となったが、事
業目的は果たさ
れていると判断
できる。

判断理由：
実績件数や支給
金額がほぼ計画
値を達成してお
り、介護保険制
度において住宅
改修理由書を作
成した居宅介護
支援事業所等に
作成費を支給す
ることにより、
被保険者の円滑
な制度利用を図
られているた
め、良好である
とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
実績として計画
値を上回る結果
となり、事業目
的は果たされて
いると判断でき
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：介護保険制度において住宅改修理由書を作成した居宅介護支援
事業所等に作成費を支給することにより、被保険者の円滑な制度利
用を図る本事業は今後も必要であるため、引き続き現状のまま継続
と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

40

56

成果指標１
（単位/件）

20

28

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支給金額 指標の求め方：支給金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

3,648,000 3,648,000 3,648,000 10,944,000 5,167,000 5,167,000 15,501,000 5,167,000 5,167,000 5,167,000 5,167,000 20,668,000 47,113,000

3,648,000 3,584,000 4,590,000 11,822,000 5,287,000 10,454,500 0 22,276,500

3,082,887 3,339,612 4,759,842 11,182,341 4,877,865 0 16,060,206

1,824,000 1,824,000 1,824,000 5,472,000 2,584,000 2,584,000 7,752,000 2,584,000 2,584,000 2,584,000 2,584,000 10,336,000 23,560,000

1,824,000 1,791,000 2,295,000 5,910,000 2,643,000 5,226,750 0 11,136,750

1,541,443 1,669,806 2,379,921 5,591,170 2,438,932 0 8,030,102

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,434,000 3,434,000 3,434,000 10,302,000 4,665,000 4,665,000 13,995,000 4,665,000 4,665,000 4,665,000 4,665,000 18,660,000 42,957,000

3,433,000 3,562,000 4,320,000 11,315,000 4,905,000 9,570,000 0 20,885,000

3,089,850 3,101,181 4,276,716 10,467,747 4,485,870 0 14,953,617

1,826,000 1,826,000 1,826,000 5,478,000 2,584,000 2,584,000 7,752,000 2,584,000 2,584,000 2,584,000 2,584,000 10,336,000 23,566,000

1,827,000 1,796,000 2,295,000 5,918,000 2,645,000 5,228,750 0 11,146,750

1,541,446 1,669,806 2,379,921 5,591,173 2,438,933 0 8,030,106

10,732,000 10,732,000 10,732,000 32,196,000 15,000,000 15,000,000 45,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 60,000,000 137,196,000

10,732,000 10,733,000 13,500,000 34,965,000 15,480,000 0 30,480,000 0 0 0 0 0 65,445,000

9,255,626 9,780,405 13,796,400 32,832,431 0 0 14,241,600 0 0 0 0 0 47,074,031

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 5,167,000

予算計上額 5,167,500

実　績　額 4,877,865

道 費

実績との比較
（増減理由）

見込食数の減少
3月補正
△252千円

見込食数の増加
3月補正
▲596千円

見込食数の増加
3月補正
▲1,500千円

見込食数の増加
3月補正
480千円

委託料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込食数の増加
による増額

見込食数の増加
による増額

委託料単価
（477円→600
円）見直しによ
る増額

見込食数の増加
による増額

見込食数の増加
による増額

実　績　額 14,241,600

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

実　績　額 2,438,933

事 業 費 合 計 計　画　額 15,000,000

予算計上額 15,000,000

実　績　額 4,485,870

一 般 財 源 計　画　額 2,584,000

予算計上額 2,583,750

実　績　額

そ の 他 計　画　額 4,665,000

予算計上額 4,665,000

予算計上額

計　画　額 2,584,000

予算計上額 2,583,750

実　績　額 2,438,932

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

在宅において食事の調理が困難な高齢者に対し、食事の提供と安否確認サービスを行い、自立した生活の継続を支援す
るとともに、健康を保持し、介護の必要な状態への進行を予防する。

砂川市から民間事業者に業務委託し、昼食の配達と安否確認サービスを提供する。利用者からは、１食あたり300円の負
担金を徴収する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

65歳以上の単身世帯、高齢者夫婦世帯又はこれに準ずる世帯の世帯員であって、介護保険法等の規定による要介護者、
要支援者又は栄養状態の改善が必要な者。

在宅において食事の調理が困難な高齢者に対し、食事の提供と安否確認サービスを行い、自立した生活の継続を支援す
るとともに、健康を保持し、介護の必要な状態への進行を予防することができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和61年度に社会福祉協議会事業として開始し、市は事業に係る経費を補助した。
平成12年度より介護保険法の施行に伴い市事業へ移行し、社会福祉協議会へ委託する形態とした。平成13年９月より月～金曜日実施を毎日実施（定められた休日を除く）に改正した。平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計
地域支援事業（任意事業）へ移行した。
利用者負担は、事業開始より平成８年度まで200円、平成９年度より平成16年度まで350円、平成17年度より400円としている。
平成25年度より事業名を在宅高齢者配食サービス事業と変更した。平成27年度からは効率性を図るため委託先を社会福祉協議会から民間事業者に変更し、利用者負担を300円/食に軽減し、利用の拡大を図っている。平成28年1月から、介護保
険制度の改正により、「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行し、本事業の予算が、任意事業費（要介護者を対象）と介護予防・生活支援サービスに要する経費（要支援者等を対象）の２つに分かれている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 在宅高齢者配食サービス事業 昭和61年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 10,732 10,732 10,732 10,732 10,732 10,732 10,732 10,732 10,732

実績値 9,256 9,781 13,797

計画値 140 140 140 140 140 140 140 140 140

実績値 135 148 170

ほぼ達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
利用者数は計画
値を下回ってい
るものの、新規
申請者の増加に
より前年度利用
者数を上回って
おり、食事の提
供と安否確認に
よって、在宅生
活の支援が図ら
れている。

自己分析：
事業費は計画値
を若干下回って
いるものの、利
用者数は計画値
を上回ってお
り、食事の提供
と安否確認に
よって、在宅生
活の支援が図ら
れている。

自己分析：
昨年度より利用
者数が22名増加
し、事業費、利
用者数ともに成
果指数は目標値
を達成した。市
の広報や利用し
ている方からの
推薦により利用
が増加したと考
えられる。食事
の提供と安否確
認によって、在
宅生活　の支援
が図られてい
る。

判断理由：
利用者数が大幅
に増加し続けて
おり、安否確認
により高齢者の
見守りにつなが
る事業であるこ
とから、極めて
良好と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
利用者数は前年
度を下回ってい
るものの、利用
食数は昨年度よ
り増加し、事業
費の成果指数は
目標値を達成し
た。市の広報や
利用している方
からの推薦によ
り利用が増加し
たと考えられ
る。食事の提供
と安否確認に
よって、在宅生
活の支援が図ら
れている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：安否確認により高齢者の見守りにつながる事業であり、利用者
（H26 61人 → R5 148人）が大幅に増加し続けていることから、現
状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

10,732

14,242

成果指標１
（単位/人）

140

153

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用者数 指標の求め方：利用者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

1,188,000 1,188,000 1,188,000 3,564,000 1,195,000 1,195,000 3,585,000 1,195,000 1,195,000 1,195,000 1,195,000 4,780,000 11,929,000

1,188,000 1,189,000 1,190,000 3,567,000 1,199,000 2,394,000 0 5,961,000

1,188,000 1,189,188 1,190,574 3,567,762 1,195,425 0 4,763,187

594,000 594,000 594,000 1,782,000 598,000 598,000 1,794,000 598,000 598,000 598,000 598,000 2,392,000 5,968,000

594,000 594,000 595,000 1,783,000 599,000 1,197,000 0 2,980,000

594,000 594,594 595,287 1,783,881 597,712 0 2,381,593

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

710,000 710,000 710,000 2,130,000 714,000 714,000 2,142,000 714,000 714,000 714,000 714,000 2,856,000 7,128,000

710,000 710,000 711,000 2,131,000 716,000 1,430,000 0 3,561,000

710,000 710,424 711,252 2,131,676 714,150 0 2,845,826

595,000 595,000 595,000 1,785,000 598,000 598,000 1,794,000 598,000 598,000 598,000 598,000 2,392,000 5,971,000

595,000 596,000 597,000 1,788,000 602,000 1,200,000 0 2,988,000

595,000 594,594 595,287 1,784,881 597,713 0 2,382,594

3,087,000 3,087,000 3,087,000 9,261,000 3,105,000 3,105,000 9,315,000 3,105,000 3,105,000 3,105,000 3,105,000 12,420,000 30,996,000

3,087,000 3,089,000 3,093,000 9,269,000 3,116,000 0 6,221,000 0 0 0 0 0 15,490,000

3,087,000 3,088,800 3,092,400 9,268,200 0 0 3,105,000 0 0 0 0 0 12,373,200

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者専用住宅入居者の日常生活を支援し、入居高齢者が安心して過ごせる住居環境を提供する。
砂川市高齢者専用住宅の団地ごとにホームヘルパーを常駐または派遣し、入居者の安否確認及び生活相談等の生活支援
を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市高齢者専用住宅（宮川中央団地10戸、すずらん団地12戸、三砂団地12戸、南吉野団地11戸）入居者。 入居高齢者に対し、安否確認及び生活相談等を行うことにより、安心して在宅生活が送ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者専用住宅ホームヘルプサービス事業 昭和58年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和58年度より事業を開始し、高齢者専用住宅入居者の日常生活を支援し、入居高齢者が安心して過ごせる住居環境を提供している。
平成12年度より、市の直営から介護サービスを提供する事業所へ民間委託とした。平成21年度より、介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）へ移行した。
南吉野団地については、平成18年度老朽化により全13戸を廃止し、建替事業により平成21年度7戸、平成23年度4戸を設定している。
豊栄団地については、住み替え事業による建物除却や政策空家の実施により、平成30年度から廃止となった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額 1,195,425

道 費 計　画　額 598,000

予算計上額 598,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 1,195,000

予算計上額 1,195,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 597,712

地 方 債 計　画　額

実　績　額 714,150

一 般 財 源 計　画　額 598,000

そ の 他 計　画　額 714,000

予算計上額 714,000

事 業 費 合 計 計　画　額 3,105,000

予算計上額 3,105,000

予算計上額 598,000

実　績　額 597,713

実　績　額 3,105,000

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

除雪単価改定に
より増額

除雪単価改定に
より増額

除雪単価改定に
より増額

除雪単価改定に
より増額

除雪単価改定に
より増額

委託料

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 312 312 312 312 312 312 312 312 312

実績値 312 312 312

計画値 45 45 45 45 45 45 45 45 45

実績値 45 45 45

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標及び成
果指標とも計画
値と同数であ
る。安否確認及
び生活相談等を
行うことによ
り、入居高齢者
が安心して生活
を送る環境が保
たれている。

自己分析：
活動指標及び成
果指標とも計画
値と同数であ
る。安否確認及
び生活相談等を
行うことによ
り、入居高齢者
が安心して生活
を送る環境が保
たれている。

自己分析：
活動指標及び成
果指標とも計画
値と同数であ
る。安否確認及
び生活相談等を
行うことによ
り、入居高齢者
が安心して生活
を送る環境が保
たれている。

判断理由：
安否確認及び生
活相談等を行う
ことにより、入
居高齢者が安心
して生活を送る
環境が保たれて
いることから良
好と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業実施日数 指標の求め方：事業実施日数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：対象戸数 指標の求め方：対象戸数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

312

312

成果指標１
（単位/戸）

45

39

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標は同数
であるものの成
果指標は計画値
を下回ってい
る。安否確認及
び生活相談等を
行うことによ
り、入居高齢者
が安心して生活
を送る環境が保
たれている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：安否確認及び生活相談等を行うことにより、入居高齢者が安心
して生活を送る環境が保たれていることから、当面は現状のまま継
続とする。
高齢者の増加に伴い、高齢者専用住宅に入居する高齢者とそれ以外
（持家、借家、一般公営住宅等）に居住する高齢者の年齢層に大き
な差はみられなくなっているものの、安否確認のある高齢者専用住
宅のニーズは依然として高いことから、現状のまま継続とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 45,000 15,000 15,000 15,000 15,000 60,000 150,000

15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 30,000 0 75,000

0 0 0 0 2,964 0 2,964

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 21,000 7,000 7,000 7,000 7,000 28,000 70,000

7,000 7,000 7,000 21,000 7,000 14,000 0 35,000

0 0 0 0 1,482 0 1,482

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 27,000 9,000 9,000 9,000 9,000 36,000 90,000

9,000 9,000 9,000 27,000 9,000 18,000 0 45,000

0 0 0 0 1,771 0 1,771

8,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 24,000 8,000 8,000 8,000 8,000 32,000 80,000

8,000 8,000 8,000 24,000 8,000 16,000 0 40,000

0 0 0 0 1,483 0 1,483

39,000 39,000 39,000 117,000 39,000 39,000 117,000 39,000 39,000 39,000 39,000 156,000 390,000

39,000 39,000 39,000 117,000 39,000 0 78,000 0 0 0 0 0 195,000

0 0 0 0 0 0 7,700 0 0 0 0 0 7,700

目的
(何のために実施する
のか）

位置情報提供サービスを利用することにより、徘徊高齢者等の早期発見及び安全確保を図るとともに、介護者の精神
的・経済的負担の軽減を図る。

ＧＰＳ方式による位置情報提供サービスを利用する場合の初期費用を助成する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

次に該当する在宅の方の介護者。
　１介護保険法に規定する日常生活自立度判定基準Ⅱ以上または診断により認知症と認められた方
　２知的障がいを有し、診断により行動障がいと認められた方

徘徊高齢者等を早期発見することにより事故を未然に防ぎ、介護者の負担が軽減される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者等位置情報提供サービス利用助成事業 平成22年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

認知症等により徘徊し過去には死に至る事案が発生しており、今後も認知症者の増加が予測されていることから、平成22年度より事業を開始した。介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）として実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額 2,964

道 費 計　画　額 7,000

予算計上額 7,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 15,000

予算計上額 15,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 1,482

地 方 債 計　画　額

実　績　額 1,771

一 般 財 源 計　画　額 8,000

そ の 他 計　画　額 9,000

予算計上額 9,000

事 業 費 合 計 計　画　額 39,000

予算計上額 39,000

予算計上額 8,000

実　績　額 1,483

実　績　額 7,700

事業費予算の
内容

補助金
7,700円×5件

補助金
7,700円×5件

補助金
7,700円×5件

補助金
7,700円×5件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

補助金
7,700円×5件

実績との比較
（増減理由）

申請0件
3月補正
△8千円

申請0件
3月補正
△8千円

申請0件
3月補正
△8千円

申請１件
3月補正
△23千円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 39 39 39 39 39 39 39 39 39

実績値 0 0 0

計画値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

実績値 0 0 0

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
相談はあったが
申請には至って
いない。これま
で持ち歩いてい
ない発信機を対
象高齢者等に所
持させることが
できるかどうか
を考慮して申請
しないケースも
目立った。有効
な手段について
は模索している
段階であるが、
高齢者見守り事
業の推進も鑑み
ながら継続して
検討する。

自己分析：
令和4年度も相
談はあったが申
請には至ってい
ない。これまで
持ち歩いていな
い発信機を対象
高齢者等に所持
させることがで
きるかどうかを
考慮して申請し
ないケースも目
立った。有効な
手段については
模索している段
階であるが、高
齢者見守り事業
の推進も鑑みな
がら継続して検
討する。

自己分析：
相談はあっても
申請には至って
いない状況が続
いている。これ
まで持ち歩いて
いない発信機を
対象高齢者等に
所持させること
ができるかどう
かを考慮して申
請しないケース
が目立ってお
り、有効な手段
については模索
している段階で
あるが、高齢者
見守り事業の推
進も鑑みながら
継続して検討す
る。

判断理由：
申請には至って
ない状況が続い
ているが、認知
症の方の家族介
護者の負担軽減
につながる事業
であることか
ら、今後利用拡
大につながる有
効な方法を検討
する必要がある
が、相談は寄せ
られていること
から、普通であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金 指標の求め方：補助金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：申請件数 指標の求め方：申請件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

39

8

成果指標１
（単位/件）

5

1

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指数及び成
果指数ともに下
回っているが、
申請の他、相談
が数件あったこ
とから、高齢者
見守り事業の推
進も鑑みながら
継続して検討す
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：過去２年間は相談はあるが申請に至ってない状況が続いている
ため、今後利用拡大につながる有効な方法を検討する必要はあるも
のの、認知症の方の家族介護者の負担軽減につながる事業であるこ
とから事業の継続は必要と考えている。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

702,000 702,000 702,000 2,106,000 1,870,000 1,870,000 3,828,000 1,870,000 1,870,000 1,870,000 1,870,000 7,480,000 13,414,000

702,000 728,000 524,000 1,954,000 280,000 368,000 0 2,322,000

701,888 727,848 523,215 1,952,951 0 0 1,952,951

702,000 702,000 702,000 2,106,000 1,870,000 1,870,000 3,828,000 1,870,000 1,870,000 1,870,000 1,870,000 7,480,000 13,414,000

702,000 728,000 524,000 1,954,000 280,000 0 368,000 0 0 0 0 0 2,322,000

701,888 629,145 523,215 1,854,248 0 0 0 0 0 0 0 0 1,854,248

目的
(何のために実施する
のか）

地域住民が安心して老後を迎えられるよう、第一種社会福祉事業（特別養護老人ホーム・軽費老人ホーム）の適性かつ
安定な運営に寄与することを目的として、慢性的に不足傾向にある介護職員の人材確保と介護技術水準の維持・向上を
図るため必要な支援を行う。

介護職員初任者研修・介護福祉士実務者研修の受講料を全額助成

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内で老人福祉法に基づく第一種社会福祉事業を展開する社会福祉法人
介護技術の取得を促進することで入所者に対する適切なケアが図られると共に、介護人材の確保と安定した事業運営が
見込まれる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護人材育成支援事業 平成26年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－3 介護福祉課高齢者支援係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

地域住民が安心して老後を迎えられるよう、特別養護老人ホームや介護老人保健施設を運営する社会福祉法人の適性かつ安定な運営に寄与することを目的として、慢性的に不足傾向にある介護職員の人材確保と介護技術水準の維持・向上を図
るため、平成26年度より職員の資格取得にかかる介護職員初任者研修課程の費用助成を行っており、一定の成果を得てきた。令和３年度より、初任者研修のほか、介護福祉士実務者研修についても補助対象として拡充することで介護人材の確
保に努めている。
さらに、令和６年度からは、対象施設を市内介護施設に拡充している（対象者は研修後１年間従事したものなので翌年度から拡充した影響あり）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 88,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 88,000

予算計上額 88,000

予算計上額 88,000

実　績　額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金
実務者研修７名

補助金
実務者研修７名

補助金
実務者研修５名

補助金
実務者研修１名

前年度予算と
の比較

（増減理由）

補助対象拡充に
伴う増

研修単価変更に
伴う増

受講者減少に伴
う補助金の減

受講者減少に伴
う補助金の減

補助対象拡充に
伴う増

補助金
実務者研修３名

実績との比較
（増減理由）

同額 受講者1名退職
のため減
3月補正　▲98
千円

同額 受講者無しに伴
う皆減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 702 702 702 702 702 702 702 702 702

実績値 702 630 524

計画値 7 7 7 7 7 7 7 7 7

実績値 7 6 5

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
令和３年度よ
り、初任者研修
のほか、介護福
祉士実務者研修
についても補助
対象に拡充した
ことで、予算同
等の受講料補助
申請があった。
受講料を補助す
ることで介護職
が一定の知識・
技術を身につ
け、入所者に対
する適切なケア
や介護人材の確
保と安定した事
業運営につな
がっていること
から、必要な事
業と判断してい
る。

自己分析：
介護福祉士実務
者研修につい
て、予算同等の
受講料補助申請
があった。受講
料を補助するこ
とで介護職が一
定の知識・技術
を身につけ、入
所者に対する適
切なケアや介護
人材の確保と安
定した事業運営
につながってい
ることから、必
要な事業と判断
している。

自己分析：
研修修了者が増
えていることか
ら目標値よりも
少ない実績と
なったが、当初
予算で見込んで
いたとおり受講
後も継続して就
労した5名が補
助対象となっ
た。引き続き、
介護人材の安定
確保のため制度
活用の推進に努
める。

判断理由：地域
住民の老後を支
える地域密着型
の特別養護老人
ホーム等施設職
員に対する研修
受講費用の支援
は、介護技術水
準の維持・向上
とともに、介護
人材の確保・育
成、離職防止・
定着促進に繋
がっている。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：対象事業所への補助金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：研修修了者（資格取得者）数 指標の求め方：対象事業所からの補助申請

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

702

0

成果指標１
（単位/人）

7

0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
研修の補助につ
いて１名を予定
していたが、対
象事業所である
砂川福祉会で対
象者がいなかっ
たため実績なし
となった。次年
度から対象施設
を市内介護施設
に拡充してお
り、対象受講修
了者を３名予定
している。引き
続き介護人材の
安定確保のため
制度活用の推進
に努める。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：2025年には団塊の世代がすべて75歳以上の後期高齢者となり、
医療・介護ニーズが飛躍的に増加することが見込まれる中、支え手
である介護職員については全国的に約32万人が不足すると試算され
ており、介護人材確保は喫緊の課題となっている。そのため、地域
住民の老後を支える地域密着型の特別養護老人ホーム等施設職員に
対する研修受講費用の支援は、介護技術水準の維持・向上ととも
に、介護人材の確保・育成、離職防止・定着促進に繋がっている。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

6,335,000 6,335,000 6,335,000 19,005,000 7,308,000 7,308,000 21,924,000 7,308,000 7,308,000 7,308,000 7,308,000 29,232,000 70,161,000

6,335,000 6,760,000 7,395,000 20,490,000 6,939,000 14,247,000 0 34,737,000

6,334,961 6,760,245 7,395,499 20,490,705 7,307,770 0 27,798,475

3,167,000 3,167,000 3,167,000 9,501,000 3,654,000 3,654,000 10,962,000 3,654,000 3,654,000 3,654,000 3,654,000 14,616,000 35,079,000

3,167,000 3,380,000 3,697,000 10,244,000 3,469,000 7,123,000 0 17,367,000

3,167,480 3,380,122 3,697,749 10,245,351 3,653,885 0 13,899,236

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,784,000 3,784,000 3,784,000 11,352,000 4,365,000 4,365,000 13,095,000 4,365,000 4,365,000 4,365,000 4,365,000 17,460,000 41,907,000

3,784,000 4,038,000 4,418,000 12,240,000 4,145,000 8,510,000 0 20,750,000

3,784,522 4,038,588 4,418,090 12,241,200 4,365,681 0 16,606,881

3,169,000 3,169,000 3,169,000 9,507,000 3,655,000 3,655,000 10,965,000 3,655,000 3,655,000 3,655,000 3,655,000 14,620,000 35,092,000

3,169,000 3,382,000 3,700,000 10,251,000 3,472,000 7,127,000 0 17,378,000

3,167,483 3,380,125 3,697,752 10,245,360 3,653,886 0 13,899,246

16,455,000 16,455,000 16,455,000 49,365,000 18,982,000 18,982,000 56,946,000 18,982,000 18,982,000 18,982,000 18,982,000 75,928,000 182,239,000

16,455,000 17,560,000 19,210,000 53,225,000 18,025,000 0 37,007,000 0 0 0 0 0 90,232,000

16,454,446 17,559,080 19,209,090 53,222,616 0 0 18,981,222 0 0 0 0 0 72,203,838

委託料 委託料

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 7,308,000

予算計上額 7,308,000

実　績　額 3,653,885

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

人件費増による
増額

人件費増による
増額

ケアプラン作成
件数の減及び人
件費増による増
額

人件費減による
減

人件費減による
減

委託料

実　績　額 18,981,222

事業費予算の
内容

委託料 委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 18,982,000

予算計上額 18,982,000

予算計上額 3,655,000

実　績　額 3,653,886

実　績　額 4,365,681

一 般 財 源 計　画　額 3,655,000

4,365,000

予算計上額 4,365,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 7,307,770

道 費 計　画　額 3,654,000

予算計上額 3,654,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成18年度介護保険法改正に伴い、平成７年度より実施していた在宅介護支援センター運営事業から本事業へ移行し、介護保険特別会計 地域支援事業（包括的支援事業）として実施している。
専門職人員は、平成18年４月から３名、同年12月から４名、平成22年10月から国庫補助事業（認知症対策等総合支援事業）に取り組み５名、平成25年４月から二次予防事業対象者把握事業を新たに業務委託し６名と推移している。
令和3年5月新庁舎開庁時に同センターも庁舎内に移転した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

目的
(何のために実施する
のか）

住民の心身の健康保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包
括的に支援する。

北海道における保健福祉の向上を目的とする一般社団法人に業務委託することで、保健師、主任介護支援専門員、社会
福祉士といった専門職種を配置し、多職種が専門知識や技術を活かしながら、さまざまな相談に対応するとともに、各
種サービスや住民活動を結びつけ、地域ネットワークの構築等を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内高齢者及び介護者。
地域において高齢者等の抱える様々な生活課題を柔軟な手法を用いて解決することにより、住み慣れた地域での尊厳あ
るその人らしい生活が継続される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域包括支援センター運営事業 平成18年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 16,455 16,455 16,455 16,455 16,455 16,455 16,455 16,455 16,455

実績値 16,455 17,559 19,210

計画値 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

実績値 1,608 1,851 1,598

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
相談件数は、計
画値より若干下
回っているもの
の、前年度
（1,393件）よ
りも大幅に増え
ており、特に令
和３年５月から
市役所新庁舎に
包括支援セン
ターが移転した
ことに伴い、来
所による相談が
増え、高齢者の
支援体制が以前
よりも改善され
たものと考え
る。

自己分析：
令和２年度から
高齢者人口が減
少に転じている
ものの、後期高
齢者人口は依然
として増え続け
ており、独居高
齢者も多いこと
から、相談件数
も増加し続けて
いる。

自己分析：
相談件数は、計
画値を下回って
いるものの、課
題が複数あるな
ど複雑化した
ケースや継続し
た相談の割合が
増えている。引
き続き、市と地
域包括支援セン
ターが連携して
同センターのＰ
Ｒを実施するこ
とにより、高齢
者の支援を図っ
ていく。

判断理由：
計画値は下回っ
ているものの、
令和３年に市役
所に事務所が移
設以降、相談件
数が激増してお
り、市の福祉
サービスとの連
動も図れ、市民
サービスの向上
につながってい
ると思われるこ
とから良好と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
相談件数は、計
画値を下回って
いるものの、課
題が複数あるな
ど複雑化した
ケースや継続し
た相談の割合が
増えている。引
き続き、市と地
域包括支援セン
ターが連携して
実施することに
より、きめ細か
な相談体制を
とっていく。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：相談件数も計画値に近づいており、地域包括支援センターが認
知及び支援が定着していると考えられる。また、毎年度新規の相談
者があることから高齢者見守り事業と連動した中で、同センターの
ＰＲを続けながら、現状のまま継続する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

16,455

18,982

成果指標１
（単位/件）

1,900

1,845

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談件数 指標の求め方：相談件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

5,022,000 5,022,000 5,022,000 15,066,000 4,777,000 4,777,000 14,331,000 4,777,000 4,777,000 4,777,000 4,777,000 19,108,000 48,505,000

5,022,000 5,033,000 5,012,000 15,067,000 5,803,000 10,580,000 0 25,647,000

4,939,015 4,972,171 4,530,538 14,441,724 4,712,623 0 19,154,347

2,501,000 2,501,000 2,501,000 7,503,000 2,388,000 2,388,000 7,164,000 2,388,000 2,388,000 2,388,000 2,388,000 9,552,000 24,219,000

2,501,000 2,516,000 2,506,000 7,523,000 2,901,000 5,289,000 0 12,812,000

2,469,507 2,486,085 2,265,269 7,220,861 2,356,311 0 9,577,172

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,988,000 2,988,000 2,988,000 8,964,000 2,854,000 2,854,000 8,562,000 2,854,000 2,854,000 2,854,000 2,854,000 11,416,000 28,942,000

2,988,000 3,007,000 2,994,000 8,989,000 3,467,000 6,321,000 0 15,310,000

2,950,580 2,970,388 2,706,555 8,627,523 2,815,333 0 11,442,856

2,482,000 2,482,000 2,482,000 7,446,000 2,388,000 2,388,000 7,164,000 2,388,000 2,388,000 2,388,000 2,388,000 9,552,000 24,162,000

2,482,000 2,519,000 2,508,000 7,509,000 2,903,000 5,291,000 0 12,800,000

2,469,509 2,486,088 2,265,271 7,220,868 2,356,314 0 9,577,182

12,993,000 12,993,000 12,993,000 38,979,000 12,407,000 12,407,000 37,221,000 12,407,000 12,407,000 12,407,000 12,407,000 49,628,000 125,828,000

12,993,000 13,075,000 13,020,000 39,088,000 15,074,000 0 27,481,000 0 0 0 0 0 66,569,000

12,828,611 12,914,732 11,767,633 37,510,976 0 0 12,240,581 0 0 0 0 0 49,751,557

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

認知症初期集中支
援事業における委
員報償等と認知症
カフェ及び認知症
サポーター養成講
座に係る会場使用
料の未執行等によ
る減
3月補正　△93千
円

認知症初期集中支
援事業における委
員報償と認知症カ
フェ及び認知症サ
ポーター養成講座
に係る会場使用料
の未執行等による
減
3月補正 △89千円

認知症初期集中支
援事業における委
託料および委員報
償と認知症カフェ
および認知症サ
ポーター養成講座
に係る会場使用料
の未執行等による
減3月補正 △
1,267千円

認知症初期集中
支援事業におけ
る委員報償と認
知症カフェおよ
び認知症サポー
ター養成講座に
係る会場使用料
の未執行等によ
る減3月補正 △
91千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

認知症初期集中
支援チーム業務
委託料における
人件費の見直し
による減

認知症地域支援
業務委託料にお
ける人件費の見
直しによる増

委託料（人件費
等）の見直しによ
る減

委託料（人件費
等）の見直しに
よる減

委託料（人件費
等）の見直しに
よる増

委託料、需要
費、使用料及び
賃借料、役務費

実　績　額 12,240,581

事業費予算の
内容

委託料、需要
費、使用料及び
賃借料、役務費

委託料、需要
費、使用料及び
賃借料、役務費

委託料、需要
費、使用料及び
賃借料、役務費

委託料、需要
費、使用料及び
賃借料、役務費

事 業 費 合 計 計　画　額 12,407,000

予算計上額 12,407,000

予算計上額 2,388,000

実　績　額 2,356,314

実　績　額 2,815,333

一 般 財 源 計　画　額 2,388,000

そ の 他 計　画　額 2,854,000

予算計上額 2,854,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 2,356,311

地 方 債 計　画　額

実　績　額 4,712,623

道 費 計　画　額 2,388,000

予算計上額 2,388,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 4,777,000

予算計上額 4,777,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

高齢化の進行に伴い増加が見込まれる認知症高齢者及び家族に対する支援を推進するため、地域包括支援センターに、平成22年度に認知症連携担当者、平成23年度からは認知症地域支援推進員の名称で担当者を配置している。
平成22年度から25年度までは国庫補助事業を活用し、平成26年度からは地域支援事業に移行している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

今後も増加が見込まれる認知症高齢者及び家族が、できる限り住み慣れた地域で安心して生活することができる支援体
制を構築する。

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、関係機関による支援ネットワークを強化するとともに、認知
症が疑われる高齢者及び家族に対し支援を行う。あわせて、市民に向けた啓発活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

認知症高齢者及び家族。 認知症高齢者及び家族が住み慣れた地域で安心して生活することができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 認知症高齢者支援事業 平成22年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1

計画値 500 500 500 500 500 500 500 500 500

実績値 155 168 182

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

判断理由：
計画どおり認知
症高齢者や家族
への支援に繋
がっているた
め、良好である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：計画どおり認知症高齢者や家族への支援に繋がっており、今後
も必要な事業であるため現状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

1

1

成果指標１
（単位/件）

500

226

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：認知症相談件数 指標の求め方：認知症相談件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：認知症地域支援推進員数 指標の求め方：認知症地域支援推進員数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 1－2－2 1－2－3 －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

2,783,000 2,783,000 2,783,000 8,349,000 2,888,000 2,888,000 8,682,000 2,888,000 2,888,000 2,888,000 2,888,000 11,552,000 28,583,000

2,783,000 2,888,000 2,888,000 8,559,000 2,888,000 5,794,000 0 14,353,000

2,783,000 2,888,000 2,888,000 8,559,000 2,906,000 0 11,465,000

1,391,000 1,391,000 1,391,000 4,173,000 1,443,000 1,443,000 4,339,000 1,443,000 1,443,000 1,443,000 1,443,000 5,772,000 14,284,000

1,391,000 1,443,000 1,443,000 4,277,000 1,443,000 2,896,000 0 7,173,000

1,391,000 1,443,000 1,443,000 4,277,000 1,453,000 0 5,730,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,662,000 1,662,000 1,662,000 4,986,000 1,725,000 1,725,000 5,186,000 1,725,000 1,725,000 1,725,000 1,725,000 6,900,000 17,072,000

1,662,000 1,725,000 1,725,000 5,112,000 1,725,000 3,461,000 0 8,573,000

1,662,000 1,725,000 1,725,000 5,112,000 1,736,000 0 6,848,000

1,394,000 1,394,000 1,394,000 4,182,000 1,444,000 1,444,000 4,343,000 1,444,000 1,444,000 1,444,000 1,444,000 5,776,000 14,301,000

1,394,000 1,444,000 1,444,000 4,282,000 1,444,000 2,899,000 0 7,181,000

1,394,000 1,444,000 1,444,000 4,282,000 1,455,000 0 5,737,000

7,230,000 7,230,000 7,230,000 21,690,000 7,500,000 7,500,000 22,550,000 7,500,000 7,500,000 7,500,000 7,500,000 30,000,000 74,240,000

7,230,000 7,500,000 7,500,000 22,230,000 7,500,000 0 15,050,000 0 0 0 0 0 37,280,000

7,230,000 7,500,000 7,500,000 22,230,000 0 0 7,550,000 0 0 0 0 0 29,780,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 人件費の増に伴
う委託料の増

前年度同額 事務費の増に伴
う委託料の増

事務費の減に伴
う委託料の減

委託料

実　績　額 7,550,000

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 7,550,000

予算計上額 7,550,000

予算計上額 1,455,000

実　績　額 1,455,000

実　績　額 1,736,000

一 般 財 源 計　画　額 1,455,000

そ の 他 計　画　額 1,736,000

予算計上額 1,736,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 1,453,000

地 方 債 計　画　額

実　績　額 2,906,000

道 費 計　画　額 1,453,000

予算計上額 1,453,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 2,906,000

予算計上額 2,906,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　国は、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしが続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制の構築を推進しており、地域包括ケアシステムの確立はもとより、介護予
防施策が喫緊の重要課題と位置付けている。平成26年の介護保険法改正により「介護予防・日常生活支援総合事業」が創設され、全国の自治体で事業展開する中で、より有効的な施策を講ずるには地域の実情に即した包括的なコーディネート
を行う仕組みが必要とされた。
　これにより、平成27年度に生活支援体制整備事業が創設され、砂川市では平成29年度より関係機関を招集して推進協議会を立ち上げた。「生活支援コーディネーター」は、社会福祉協議会に委託しており、地域の実情に即した介護サービス
の開発や充実を図るため、地域ニーズの調査、地域サロン活動等の介護予防の推進、ボランティアの養成、地域資源を活用した在宅生活の支援体制の強化に取り組んでいる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者世帯が増加する中、医療、介護のサービスのみならず、日常生活の支援体制・介護予防サービスの充実・強化を
図るとともに、高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていくことを目的とする。

・生活支援・介護予防サービスの体制整備に向けて、協議体を設置し、多様なサービス主体間の情報共有及び連携・協働による資
源開発等を推進する。
・生活支援コーディネーターを配置し、関係者のネットワークや既存の取組・組織等も活用しながら、資源開発、関係者のネット
ワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート業務を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

住民主体、NPO、民間企業等多様な主体によるサービス提供者。
高齢者の在宅生活を支えるため、町内会、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人等の多様な主体による生活
支援・介護予防サービスの提供体制の構築が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 生活支援体制整備事業 平成30年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230

実績値 7,230 7,500 7,500

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 2 1 0

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
「地域の魅力と
絆を語ろう会」
について、年間
３町内会を目標
に予定したもの
の、コロナウイ
ルス感染拡大に
より２町内会の
実施、１町内会
で実施に向けた
打合せのみの実
施に止まった。
町内会図面を見
ながら、地域の
現状や課題につ
いて情報交換を
することで、地
域の課題をより
明確に理解する
ことができるな
ど、地域の支援
力を高める効果
があることが期
待できる。引き
続き各町内会に
おいて実施して
いく必要があ
る。

自己分析：
「地域の魅力と
絆を語ろう会」
は１町内会との
開催に留まった
ものの、計３回
に渡り地域の現
状や課題につい
て意見交換を行
うことで、地域
の現状と町内会
等の活動につい
て詳細に理解す
ることができ
た。語ろう会で
出された意見に
基づき、地域に
おける見守り活
動の円滑な実施
に向けて、見守
られる側に対し
心掛けて欲しい
点などをまとめ
た「高齢者ひと
り暮らしの心構
え」（チラシ）
を作成し、高齢
世帯に配布し啓
発するなど地域
活動の支援につ
ながっている。

自己分析：
令和5年度は前年
度まで実施してき
た「地域の魅力と
絆を語ろう会」の
中で地域のニーズ
として把握した見
守り対象世帯の鍵
の預託に関し、
サービスの事業化
に向けた協議を
行ったため、新規
の聞き取りを行わ
なかった。
生活支援整備体制
事業推進協議会の
中で具体的な協議
を進めたが、結果
的に地域の体制整
備を含め、更に協
議検討していくこ
ととなった。ま
た、介護事業所等
へのアンケートを
実施したことか
ら、その結果も踏
まえて今後の活動
の提案に繋げてい
く。

判断理由：
年々、町内会活
動等の継続に課
題を抱える地域
も増えてきてい
ることから、高
齢単身世帯等へ
の町内会等にお
ける高齢者見守
り活動をはじめ
とした近隣住民
による支え合い
が保たれるよ
う、本事業を通
じて地域活動の
支援を継続して
いく必要があ
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
各町内会との
「地域の魅力と
絆を語ろう会」
は、一定の課題
の掘り起こしが
なされたことか
ら終了した。令
和６年度は地域
の新規サロンの
立ち上げのため
空知太の３町内
会等から聞き取
りを行い、その
後協議を進め令
和７年度に新規
サロンを開設す
る運びとなっ
た。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：地域における現状把握と活動の理解を深めるため、生活支援体
制整備事業の受託者である社協を中心に市、地域包括支援セン
ター、市立病院等の協議会構成員が「地域の魅力と絆を語ろう会」
を開催し、町内会や民生児童委員と意見交換を重ねることで、地域
における高齢者見守り活動等で対応に苦慮した際の相談や連携先の
確認等、ネットワークの強化に貢献している。年々、町内会活動等
の継続に課題を抱える地域も増えてきていることから、高齢単身世
帯等への町内会等における高齢者見守り活動をはじめとした近隣住
民による支え合いが保たれるよう、本事業を通じて活動の支援を継
続していく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

7,230

7,550

成果指標１
（単位/団体）

3

3

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：地域事情の把握に努めた町内会・自治会の数 指標の求め方：生活支援コーディネーターが開催する「地域の魅力と絆を語ろう会」を通じて高齢者ニーズなど地域事情の把握に努めた町内会・自治会の数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：委託料 指標の求め方：委託料



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

740,000 740,000 740,000 2,220,000 993,000 993,000 2,979,000 993,000 993,000 993,000 993,000 3,972,000 9,171,000

1,017,000 934,000 934,000 2,885,000 1,087,000 1,983,000 0 4,868,000

665,876 825,055 729,575 2,220,506 882,516 0 3,103,022

370,000 370,000 370,000 1,110,000 496,000 496,000 1,488,000 496,000 496,000 496,000 496,000 1,984,000 4,582,000

508,000 467,000 467,000 1,442,000 543,000 990,000 0 2,432,000

332,938 412,527 364,787 1,110,252 441,258 0 1,551,510

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

730,000 730,000 730,000 2,190,000 593,000 593,000 1,779,000 593,000 593,000 593,000 593,000 2,372,000 6,341,000

895,000 821,000 821,000 2,537,000 955,000 1,742,000 0 4,279,000

655,796 729,390 640,850 2,026,036 782,717 0 2,808,753

1,090,000 1,090,000 1,090,000 3,270,000 496,000 496,000 1,488,000 496,000 496,000 496,000 496,000 1,984,000 6,742,000

510,000 468,000 468,000 1,446,000 546,000 994,000 0 2,440,000

834,890 412,528 364,788 1,612,206 441,259 0 2,053,465

2,930,000 2,930,000 2,930,000 8,790,000 2,578,000 2,578,000 7,734,000 2,578,000 2,578,000 2,578,000 2,578,000 10,312,000 26,836,000

2,930,000 2,690,000 2,690,000 8,310,000 3,131,000 0 5,709,000 0 0 0 0 0 14,019,000

2,489,500 2,379,500 2,100,000 6,969,000 0 0 2,547,750 0 0 0 0 0 9,516,750

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

見込件数の減少
3月補正
△290千円

見込件数の減少
3月補正
△175千円

見込件数の減少
3月補正
△175千円

実績件数の減少
3月補正
195千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込件数の増加
による増額

見込件数の減少
による減額

前年度同額 見込件数の減少
による減額

見込件数の増加
による増額

委託料

実　績　額 2,547,750

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 2,578,000

予算計上額 2,578,000

予算計上額 448,000

実　績　額 441,259

実　績　額 782,717

一 般 財 源 計　画　額 496,000

そ の 他 計　画　額 593,000

予算計上額 787,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 441,258

地 方 債 計　画　額

実　績　額 882,516

道 費 計　画　額 496,000

予算計上額 447,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 993,000

予算計上額 896,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成８年度に社会福祉協議会事業として開始し、市は事業に係る経費を補助した。
平成12年度より介護保険法の施行に伴い市事業へ移行し、社会福祉協議会へ委託する形態とした。
平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

在宅で介護を受けている寝たきり高齢者等に紙オムツ利用券を交付することにより、衛生状態を維持するとともに経済
的負担の軽減を図り、高齢者の在宅生活の支援につなげる。

社会福祉協議会に業務委託し、紙オムツ利用券として交付（限度額は月額５千円）。
市内の取扱業者（薬局等）において紙オムツの種類等を選択し購入する。
利用者負担は介護保険制度同様利用額の１割相当額。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護保険制度における認定審査会において介護認定され、在宅において介護を受けている寝たきり高齢者、認知症高齢
者、寝たきり重度身体障害者及び寝たきり特定疾患患者で常時紙オムツを使用する者。

在宅で介護を受けている寝たきり高齢者等の衛生管理と経済的負担の軽減が図られるとともに、介護負担の軽減による
家族介護者支援が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 紙オムツ利用券交付事業 平成８年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,930 2,930 2,930 2,930 2,930 2,930 2,930 2,930 2,930

実績値 2,490 2,380 2,100

計画値 48 48 48 48 48 48 48 48 48

実績値 41 39 35

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
事業費及び利用
者数（月平均）
ともに前年より
増加しており、
利用者の衛生管
理及び経済的負
担の軽減につな
がり、在宅生活
の支援が図られ
ている。現行
は、社会福祉協
議会へ業務委託
し特段弊害はな
いが、市直営等
含めさらなる事
業の円滑化に向
け検討する。

自己分析：
事業費及び利用
者数（月平均）
ともに前年より
減少しているも
のの、本券の支
給により、利用
者の衛生管理及
び経済的負担の
軽減につなが
り、在宅生活の
支援が図られて
いる。

自己分析：
事業費及び利用
者数（月平均）
ともに前年より
減少しているも
のの、本券の支
給により、利用
者の衛生管理及
び経済的負担の
軽減につなが
り、在宅生活の
支援が図られて
いる。

判断理由：
利用者の衛生管
理及び経済的負
担の軽減につな
がり、在宅生活
の支援に繋がっ
ていることか
ら、良好である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
事業費及び利用
者数（月平均）
ともに前年より
増加しており、
本券の支給によ
り、利用者の衛
生管理及び経済
的負担の軽減に
つながり、在宅
生活の支援が図
られている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：利用者の衛生管理及び経済的負担の軽減につながっており、社
会福祉協議会への業務委託についても問題なく行われていることか
ら、現状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

2,930

2,548

成果指標１
（単位/人）

48

40

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用者数 指標の求め方：利用者数（月平均）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

38,000 38,000 38,000 114,000 38,000 38,000 114,000 38,000 38,000 38,000 38,000 152,000 380,000

76,000 76,000 38,000 190,000 38,000 76,000 0 266,000

38,000 0 0 38,000 0 0 38,000

19,000 19,000 19,000 57,000 19,000 19,000 57,000 19,000 19,000 19,000 19,000 76,000 190,000

38,000 38,000 19,000 95,000 19,000 38,000 0 133,000

19,000 0 0 19,000 0 0 19,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

23,000 23,000 23,000 69,000 23,000 23,000 69,000 23,000 23,000 23,000 23,000 92,000 230,000

46,000 46,000 23,000 115,000 23,000 46,000 0 161,000

23,000 0 0 23,000 0 0 23,000

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

40,000 40,000 20,000 100,000 20,000 40,000 0 140,000

20,000 0 0 20,000 0 0 20,000

100,000 100,000 100,000 300,000 100,000 100,000 300,000 100,000 100,000 100,000 100,000 400,000 1,000,000

200,000 200,000 100,000 500,000 100,000 0 200,000 0 0 0 0 0 700,000

100,000 0 0 100,000 0 0 0 0 0 0 0 0 100,000

扶助費
100,000円×2件

扶助費
100,000円×2件

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 38,000

予算計上額 38,000

実　績　額 0

実績との比較
（増減理由）

見込件数の減 令和４年度実績
なし。

令和５年度実績
なし

令和６年度実績
なし

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 実績に基づく減 前年度同額 前年度同額

扶助費
100,000円×1件

実　績　額 0

事業費予算の
内容

扶助費
100,000円×1件

扶助費
100,000円×1件

事 業 費 合 計 計　画　額 100,000

予算計上額 100,000

予算計上額 20,000

実　績　額 0

実　績　額 0

一 般 財 源 計　画　額 20,000

23,000

予算計上額 23,000

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 0

道 費 計　画　額 19,000

予算計上額 19,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成12年度介護保険制度の施行を受け、平成13年度より、介護保険サービスを１年以上利用しないで介護している介護者の負担軽減を図るため、事業を開始した。
平成18年度に地域支援事業が創設され、介護保険特別会計 地域支援事業（任意事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

目的
(何のために実施する
のか）

在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図る。 年１回慰労金100,000円を支給する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護認定審査会において要介護４又は５に認定された市民税非課税世帯に属する在宅高齢者等を、介護保険サービスを
１年以上利用しないで介護している介護者。

要介護４又は５に認定された在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 家族介護慰労事業 平成13年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 0 0

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 0 0

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
支給金額及び件
数とも計画値と
同数となってお
り、対象となる
介護者の負担軽
減が図られてい
る。介護手当支
給事業と事業内
容が酷似してい
るため、統一す
ることを含めて
検討する必要が
ある。

自己分析：
昨年支給した方
が死亡したた
め、令和４年度
は実績が無かっ
たが、介護者の
負担軽減が図ら
れているので事
業としては必要
と考える。

自己分析：
令和5年度は支
給実績がなかっ
たが、介護者の
負担軽減が図ら
れているので事
業としては必要
と考える。

判断理由：
件数は少ない
が、事業の実施
により介護者の
負担軽減が図ら
れていることか
ら、良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
令和6年度は支
給実績がなかっ
たが、介護者の
負担軽減が図ら
れているので事
業としては必要
と考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　介護手当支給事業との酷似事業ではあるが、100,000円の慰労金を
支給することにより介護者の負担軽減が図られていると判断し、事
業は現状のまま継続とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

100

0

成果指標１
（単位/件）

1

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：件数 指標の求め方：件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支給金額 指標の求め方：支給金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 60,000 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 200,000

20,000 20,000 20,000 60,000 20,000 40,000 0 100,000

0 0 0 0 0 0 0

10,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 30,000 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 100,000

10,000 10,000 10,000 30,000 10,000 20,000 0 50,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

12,000 12,000 12,000 36,000 12,000 12,000 36,000 12,000 12,000 12,000 12,000 48,000 120,000

12,000 12,000 12,000 36,000 12,000 24,000 0 60,000

0 0 0 0 0 0 0

12,000 12,000 12,000 36,000 12,000 12,000 36,000 12,000 12,000 12,000 12,000 48,000 120,000

12,000 12,000 12,000 36,000 12,000 24,000 0 60,000

0 0 0 0 0 0 0

54,000 54,000 54,000 162,000 54,000 54,000 162,000 54,000 54,000 54,000 54,000 216,000 540,000

54,000 54,000 54,000 162,000 54,000 0 108,000 0 0 0 0 0 270,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

申請0件 申請0件 申請0件 申請0件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

扶助費
4,500円×12月
×1名

実　績　額 0

事業費予算の
内容

扶助費
4,500円×12月
×1名

扶助費
4,500円×12月
×1名

扶助費
4,500円×12月
×1名

扶助費
4,500円×12月
×1名

事 業 費 合 計 計　画　額 54,000

予算計上額 54,000

予算計上額 12,000

実　績　額 0

実　績　額 0

一 般 財 源 計　画　額 12,000

そ の 他 計　画　額 12,000

予算計上額 12,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

地 方 債 計　画　額

実　績　額 0

道 費 計　画　額 10,000

予算計上額 10,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 20,000

予算計上額 20,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成８年度より、在宅認知症高齢者等の介護者の負担軽減を図るため、事業を開始した。平成26年度より特別会計に移行。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図る。 年２回（９月・３月）に分けて月額4,500円を支給する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

介護認定審査会において要介護４又は５に認定された市民税非課税世帯に属する在宅の認知症高齢者、寝たきり重度心
身障害者及び寝たきり特定疾患患者を、介護保険サービスを３月以上利用しないで介護している介護者。

要介護４又は５に認定された在宅高齢者等を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護手当支給事業 平成８年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 54 54 54 54 54 54 54 54 54

実績値 0 0 0

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 0 0 0

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
　今後も認知症
高齢者の増加が
見込まれること
から、事業の周
知を行い、制度
活用を促す必要
もあるが、家族
介護慰労事業と
事業内容が酷似
しているため、
統一することを
含めて検討する
必要がある。

自己分析：
　今後も認知症
高齢者が高位で
推移していくこ
とが想定される
ため、実績なし
の状況が続いて
いるが、事業の
周知について検
討する必要があ
る。

自己分析：
　今後も認知症
高齢者が高位で
推移していくこ
とが想定される
ため、実績なし
の状況が続いて
いるが、事業の
周知について検
討する必要があ
る。

判断理由：
　実績なしの状
況が続いている
ため、事業の周
知について検討
する必要がある
が、今後も認知
症高齢者が高位
で推移していく
ことが想定され
ることから、普
通と判断。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
今後も認知症高
齢者が高位で推
移していくこと
が想定されるた
め、実績なしの
状況が続いてい
るが、介護者の
負担軽減が図ら
れているので事
業としては必要
と考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：介護手当支給事業については、これまでも家族介護慰労事業と
事業が酷似し今後の在り方について、統合・廃止も含め検討もした
が、介護手当については、条例で定められており、認知症高齢者の
ほか、寝たきり重度心身障害者及び在宅の寝たきり特定疾患患者な
ど高齢者施策以外のサービスも併記していることから、統合や廃止
に関しては、他部署との協議が必要となること、さらに、財源的に
も介護事業が無くなることで地域支援事業が該当出来ないことなど
を考慮し、現状のまま継続すべきと考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

54

0

成果指標１
（単位/件）

1

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：申請件数 指標の求め方：申請件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支給金額 指標の求め方：支給金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

28,000 28,000 28,000 84,000 28,000 28,000 84,000 28,000 28,000 28,000 28,000 112,000 280,000

28,000 28,000 28,000 84,000 28,000 56,000 0 140,000

32,358 29,591 28,040 89,989 5,000 0 94,989

28,000 28,000 28,000 84,000 28,000 28,000 84,000 28,000 28,000 28,000 28,000 112,000 280,000

28,000 28,000 28,000 84,000 28,000 0 56,000 0 0 0 0 0 140,000

32,358 29,591 28,040 89,989 0 0 5,000 0 0 0 0 0 94,989

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

事務経費増によ
る増額

事務経費増によ
る増額

同額 事務経費の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

実　績　額 5,000

事業費予算の
内容

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

事 業 費 合 計 計　画　額 28,000

予算計上額 28,000

予算計上額 28,000

実　績　額 5,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 28,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成25年度より、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすことができるよう支援することを目的に事業を開始した。
市内で活動している事業者と協定を締結し、事業者が日常の業務の中で高齢者の異変に気が付いた場合、市や地域包括支援センターに連絡することとしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域で高齢者を見守るため、市と市内で活動している事業者が協定を締結し、事業者が日常の業務の中で高齢者の異変
に気が付いた場合、市や地域包括支援センターに連絡してもらう。

事業の円滑な推進を図るため、協力事業者の拡充に努めるとともに普及啓発活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内で事業活動を行う事業者
協力事業者が日常の業務の中で高齢者の異変に気付いた場合、市や包括支援センターに連絡してもらうことで、早期に
問題を発見し、高齢者への効果的な支援につなげることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者支え合いネットワーク事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 150 150 150 150 150 150 150 150 150

実績値 134 137 134

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 1 3 0

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者がなく、相
談件数について
も1件にとど
まったことか
ら、高齢者への
効果的な支援に
つなげるため、
参加事業所への
再周知や
新規事業者の拡
大を図る必要が
ある。

自己分析：
新たに3件の事
業者の登録があ
り、1件の通報
があった。業務
上、定期的に訪
問する事業者等
との連携は高齢
者への見守り活
動に非常に効果
的であることか
ら、引き続き、
新規事業所の参
加促進と活動の
周知を図ってい
く。

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者がなく、廃
業所の閉鎖等に
より登録者数は
全体として減少
した。今後も高
齢者への効果的
な支援につなげ
るため、参加事
業所への再周知
や新規事業者の
拡大を図る必要
がある。

判断理由：事業
者が通常業務上
で常連客の異変
を察知し通報す
る仕組みは、町
内会における見
守り活動ととも
に、当市におけ
る高齢者見守り
事業を支える活
動の一つとして
中心的役割を
担っている。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新たに1件の事
業者の登録が
あった。対応に
つながった通報
件数は無かった
が、異変の疑い
のある高齢者の
相談はある。定
期的に訪問する
事業者等との連
携は高齢者への
見守り活動に有
効であることか
ら、引き続き、
新規事業所の参
加促進と活動の
周知を図ってい
く。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：事業者が通常業務上で常連客の異変を察知し通報する仕組み
は、町内会における見守り活動とともに、当市における高齢者見守
り事業を支える活動の一つとして中心的役割を担っている。また、
今後は後期高齢者の増加とともに、認知症を抱える高齢者が増える
懸念もあることから、町内会、事業者等、ともに協力体制を強化し
ていくことが必要となっている。引き続き、協定を締結した事業者
を中心に見守り活動への協力と連携を働きかける啓発活動を実施し
ていく。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

150

135

成果指標１
（単位/件）

3

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：協力事業者からの連絡対応件数 指標の求め方：協力事業者からの連絡を受け対応した件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：登録事業者数 指標の求め方：協力事業者として登録した事業者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

472,000 472,000 472,000 1,416,000 782,000 782,000 2,346,000 782,000 782,000 782,000 782,000 3,128,000 6,890,000

472,000 598,000 595,000 1,665,000 12,905,000 13,687,000 0 15,352,000

424,943 566,130 460,350 1,451,423 659,802 0 2,111,225

472,000 472,000 472,000 1,416,000 782,000 782,000 2,346,000 782,000 782,000 782,000 782,000 3,128,000 6,890,000

472,000 598,000 595,000 1,665,000 12,905,000 0 13,687,000 0 0 0 0 0 15,352,000

424,943 566,130 460,350 1,451,423 0 0 659,802 0 0 0 0 0 2,111,225

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

消耗品費の一部
が未執行による
減

消耗品費の一部
が未執行による
減

消耗品費の一部
が未執行による
減

システム委託料
執行残による減
3月補正 △121
千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 システム委託料
の増加に伴う増

システム委託料
の微減

システム委託料
の増

システム更新委
託料の増

消耗品費、委託
料

実　績　額 659,802

事業費予算の
内容

消耗品費、委託
料

消耗品費、委託
料

消耗品費、委託
料

消耗品費、委託
料

事 業 費 合 計 計　画　額 782,000

予算計上額 782,000

予算計上額 782,000

実　績　額 659,802

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 782,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

支えあい活動を効果的・効率的に実施するため、65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意した情報を、平成25年度より社会福祉協議会及び町内会等へ提供している。
財源を一般会計から介護保険特別会計へ移行した。
令和７年度は、社会福祉協議会や町内会・自治会等に提供している名簿等の管理・発行のために活用しているシステムの一部サポートが終了するため新たなシステムを導入する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

支えあい活動を効果的・効率的に実施するため、65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意し
た情報を社会福祉協議会及び町内会等へ提供する。

65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意した情報を社会福祉協議会、更には社会福祉協議会
を通じて希望する町内会・自治会へ紙の名簿により提供する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市社会福祉協議会、町内会及び自治会
町内会・自治会に情報を提供して支援が必要な高齢者の情報を関係者で共有することにより、地域における見守り活動
の効果的・効率的な推進が図られ、活動の活性化につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者情報提供事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 65 65 65 65 65 65 65 65 65

実績値 63 63 63

計画値 73 73 73 73 73 73 73 73 73

実績値 70 70 70

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標、成果
指標と計画値を
下回っているこ
とから、引き続
き町内会、自治
会に対して高齢
者情報の利用に
係わる啓発を継
続する。

自己分析：
活動指標、成果
指標と計画値を
下回っているこ
とから、引き続
き町内会、自治
会に対して高齢
者情報の利用に
係わる啓発を継
続する。

自己分析：
活動指標、成果
指標と計画値を
下回っているこ
とから、引き続
き町内会、自治
会に対して高齢
者情報の利用に
係わる啓発を継
続する。

判断理由：町内
会における高齢
者見守り活動の
根拠として活動
を支える事業で
あることから、
見守り活動の円
滑な実施のた
め、町内会の理
解と協力を得ら
れるよう継続し
て啓発していく
必要がある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
高齢者情報を地
域に提供するこ
とで、見守り活
動の効果的・効
率的な推進が期
待できることか
ら、引き続き町
内会、自治会に
対して高齢者情
報利用の啓発を
図っていく。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：令和4年度から、高齢者情報提供事業の名簿更新の際に、市と地
域包括支援センターの3者で意見交換を実施し、連携体制の確認等を
行っている。町内会における高齢者見守り活動の根拠として活動を
支える事業であることから、見守り活動の円滑な実施のため、町内
会の理解と協力を得られるよう継続して啓発していく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/町内
会）

65

63

成果指標１
（単位/％）

73

70

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：情報を提供した町内会等の割合 指標の求め方：情報を提供した町内会等の数／全町内会・自治会の数（89）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：情報を提供した町内会等数 指標の求め方：情報を提供した町内会等の数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

169,000 169,000 169,000 507,000 282,000 282,000 846,000 282,000 282,000 282,000 282,000 1,128,000 2,481,000

169,000 169,000 282,000 620,000 282,000 564,000 0 1,184,000

30,000 115,427 266,838 412,265 153,000 0 565,265

169,000 169,000 169,000 507,000 282,000 282,000 846,000 282,000 282,000 282,000 282,000 1,128,000 2,481,000

169,000 169,000 282,000 620,000 282,000 0 564,000 0 0 0 0 0 1,184,000

30,000 115,427 266,838 412,265 0 0 153,000 0 0 0 0 0 565,265

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

会場借上料及び
旅費の未執行に
よる減
3月補正　△35
千円

会場借上料及び
旅費の未執行に
よる減　３月補
正　45千円

会場借上料及び
旅費の未執行に
よる減　3月補
正　35千円減

講師謝礼、会場
借上料及び旅費
の未執行による
減 3月補正　△
55千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 通信運搬費の増
額

同額 同額

講師謝礼、普通
旅費、消耗品
費、通信運搬
費、会場借上料

実　績　額 153,000

事業費予算の
内容

講師謝礼、普通
旅費、消耗品
費、通信運搬
費、会場借上料

講師謝礼、普通
旅費、消耗品
費、通信運搬
費、会場借上料

講師謝礼、普通
旅費、消耗品
費、通信運搬
費、会場借上料

講師謝礼、普通
旅費、消耗品
費、通信運搬
費、会場借上料

事 業 費 合 計 計　画　額 282,000

予算計上額 282,000

予算計上額 282,000

実　績　額 153,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 282,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成25年度より、町内会等、民生委員、市及び地域包括支援センターが連携して、地域における高齢者の見守り体制の構築を図ることを目的に事業を開始した。
財源を一般会計から介護保険特別会計へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

高齢化率の増加により一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加も予想されるが、町内会等によっては高齢化等によ
り地域コミュニティの希薄化が心配され、高齢者の見守りが十分に行えない状況も見受けられることから、町内会等、
民生委員、市及び地域包括支援センターが連携して、地域における高齢者の見守り体制の構築を図る。

町内会等、民生委員、市及び地域包括支援センターが連携を図り、高齢者情報提供事業（「65歳以上高齢者情報」）な
どを活用しながら支援が必要な高齢者及び現状の見守り頻度を把握し、地域の実情に応じた見守り体制を構築する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

65歳以上高齢者 地域における見守り体制を構築することにより、問題を早期に発見し効果的な支援につなげることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域高齢者見守り事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 0 39 24

計画値 89 89 89 89 89 89 89 89 89

実績値 89 89 89

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
令和3年度にお
いても見守り体
制の構築を図る
ため、全ての町
内会等の1/3に
あたる30町内会
の協議を計画し
ていたが、実施
時期に新型コロ
ナウイルスが流
行し、対面での
協議について実
施を見送ってい
る。
次年度以降につ
いても、流行状
況を勘案し、感
染対策を講じた
中で継続して実
施する必要があ
る。

自己分析：
町内会役員が高
齢者情報提供事
業の名簿更新の
ために訪れた際
を中心に聞き取
り、39町内会と
意見交換を実施
した。ほとんど
の町内会におい
て、定期的に見
守り活動を実施
し、生活状況や
健康不安がある
高齢者について
は安否確認を行
うなど対応して
いる状況が確認
できた。名簿更
新の際に情報交
換を行い、連携
体制の確認を行
うことで今後の
見守り活動への
啓発にも繋がっ
ている。

自己分析：
昨年度同様に高
齢者名簿情報提
供事業で町内会
役員が社協を訪
れた際に地域包
括支援センター
と共に地域実情
及び活動状況に
ついて聞き取り
を実施したが、
来所されるタイ
ミングと担当の
都合が合わない
ケースがあり、
目標値を下回っ
た。次年度以
降、情報提供時
に会えなかった
場合は後日聞き
取りを実施する
など情報交換を
行っていく。

判断理由：町内
会を中心に地域
における見守り
体制を構築する
ことにより、問
題を早期に発見
し効果的な支援
につなげること
ができている。
高齢化の進行に
反して支え手が
減少する中、地
域で活動を継続
させるために
も、定期的に
フォローアップ
する取り組みが
必要である。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
町内会役員が高
齢者情報提供事
業の名簿更新に
訪れた際を中心
に聞き取り、32
町内会と意見交
換を実施した。
その際に情報交
換を行い、連携
体制の確認を行
うことで今後の
見守り活動への
啓発にも繋がっ
ている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：令和4年度から、高齢者情報提供事業の名簿更新の際に、市と地
域包括支援センターの3者で意見交換を実施している。名簿を参照し
ながら意見交換をすることで、現状課題の共有や活動の目的、連携
体制の確認をすることができるため、町内会における高齢者見守り
活動の支援にも繋がっている。担い手不足等で1～2年で役員を交代
する町内会もあることから、地域で活動を継続させるためにも、定
期的にフォローアップしていく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/町内
会）

30

32
成果指標１
（単位/町内
会）

89

89

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：見守り体制の構築が図られた町内会等 指標の求め方：見守り体制の構築が図られた町内会等の数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：現状把握ができた町内会等 指標の求め方：支援が必要な高齢者及び見守りの頻度が把握できた町内会等の数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

認知症を抱える家族が交流を通じて、認知症への理解を深め、家族の精神的な支援を行なうことで、介護負担の軽減を
図るとともに、地域における認知症への理解促進と、偏見のない介護しやすい地域づくりを目指す。

家族会の役員会などへアドバイザーとして介入する。また、役員会等を通して、運営や研修会などの企画・実施など必
要に応じ相談、支援を行う。
関係機関と連携し、新規ケースの把握につとめ、家族会につなぐ。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市認知症を抱える家族の会
家族会の活動が主体的に行われることで、地域での認知症への理解が広がり、潜在しているケースも発掘しやすくな
る。また、家族介護の経験が次の認知症介護へ活かされ、互いに支えあう地域づくりにつながっていく。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 認知症を抱える家族の会支援事業 平成19年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－2－4 ふれあいセンター保健予防係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成6年に保健事業「若葉の会」として開始、平成12年介護保険法の開始により、認知症者本人が介護保険サービスを利用できるようになり、家族交流会・学習会機能を継続して行っていた。その後、介護家族及び趣旨に賛同する会員による
自主的な活動・発展ができるよう、平成19年3月に「認知症を抱える家族の会」を設立し、現在令和４年度は14年目の活動となっている。自主組織化した際に、関係機関との連携・協働するため、社会福祉協議会が事務局、地域包括支援セン
ター、NPO中空知・地域で認知症を支える会等と共に、各役割を分担しながら、地域の社会資源としての家族会を支援している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 18 18 18 18 18 18 18 18 18

実績値 19 19 21

計画値 180 180 180 190 190 200 200 200 200

実績値 208 235 244

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
時は一部中止も
あるが、感染対
策を講じながら
概ね計画通りに
実施できた。コ
ロナ禍で交流が
減少した不安、
施設等に入所し
ている家族との
面会制限による
思いなど介護の
状況を共有しな
がら、会員相互
に支えあい、活
動が継続されて
いる。役員体制
がかわり、家族
介護の地域への
理解が広がる活
動も模索してい
るところであ
る。今後も市の
健康課題を共有
し、関係機関と
協働しながら家
族会を支援して
いく必要があ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の感
染対策を講じな
がら、概ね計画
通りに実施でき
た。
　役員を中心
に、高齢者支援
係、地域包括支
援センターが運
営する認知症カ
フェへの協力を
継続し、包括支
援センターの紹
介によりカフェ
に参加した1人
が新規会員と
なった。ほか、
製薬会社から家
族介護の実態を
伺いたいという
依頼に対し、介
護の実情をレク
チャーするな
ど、交流会を軸
とした家族会の
活動が継続され
てきた効果があ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症が5
類疾病になり、
コロナ禍前の活
動ができるよう
になった。会員
の百寿のお祝い
会を行うなど、
会員同士の交流
が充実してい
る。茶話会は、
交流会で十分に
話ができるよう
になり、実施し
なかった。
　役員を中心に
活動を企画、運
営しているが、
関係機関等との
連携、協力とし
て行うカフェの
回数が増えた
り、研修や協力
依頼が増え、役
員の負担が増し
てきている。
　会の設立後初
めて在宅介護者
が０となった。

判断理由：
認知症介護を経
験してきた者同
士が、悩みを共
有し、認知症支
援専門員の支援
を得られる交流
会を軸に活動を
継続すること
で、自主組織と
行政との協働事
業として効果を
得ている。今後
も市の健康課題
を共有し、関係
機関と協働しな
がら家族会を支
援していく必要
がある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：活動回数 指標の求め方：家族交流会等自主的活動回数（交流会・茶話会・リフレッシュ交流事業等）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加延人数 指標の求め方：家族交流会等自主的活動への参加延人数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

18

21

成果指標１
（単位/人）

190

163

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
自主組織として
介護者家族の精
神的負担軽減を
目的に活動を継
続して15年目
に、砂川市貢献
者表彰を受診
し、役員一同喜
ぶと共に、今後
も一層活動を充
実させていきた
い意欲が高まっ
ている。
　一方で、地域
に根差した活動
のため関係機関
との連携、協力
による活動が増
え、役員が調整
しながら尽力さ
れているもの
の、役員の高齢
化、後進への伝
達等今後の運営
体制に課題もあ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
R3年度からは、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より、交
流会の一部中止、茶話会の中止、各種研修や事業の縮小・中止・延
期と、試行錯誤しながら、「認知症を患う家族を介護する者」が共
通する悩みを話せる場として、感染症対策を講じながら、交流会を
維持してきた。関係機関が組織運営に随時相談に応じ、交流会では
認知症支援専門員の支援を得られる環境であり、自主組織と行政と
の協働事業として効果を得ている。今後も市の健康課題を共有し、
関係機関と協働しながら家族会を支援していくことが、社会資源の
維持としても必要と考え、現状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)


